
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　導電性支持体上に直接または下引き層を介して

ことを特徴とする電子写真感光体。
【請求項２】
　

。
【請求項３】
　

。
【請求項４】
　

。
【請求項５】
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電荷発生層、電荷輸送層と順次積層され
ている電子写真感光体において、該電荷輸送層が電荷輸送成分とバインダー成分からなる
フィラーを含まない電荷輸送層と、電荷輸送成分とバインダー成分とα－アルミナを含む
フィラー補強電荷輸送層との積層で順次構成される

フィラー補強電荷輸送層中に含まれるα－アルミナの含有率がフィラー補強電荷輸送層
全重量の１０乃至５０ｗｔ％であることを特徴とする請求項１に記載の電子写真感光体

フィラー補強電荷輸送層の膜厚が０．５乃至１０μｍであることを特徴とする請求項１
又は２に記載の電子写真感光体

フィラー補強電荷輸送層の膜厚が２乃至１０μｍであることを特徴とする請求項１乃至
３の何れか一項に記載の電子写真感光体

フィラー補強電荷輸送層に含有される電荷輸送物質とフィラーを含まない電荷輸送層に
含有される電荷輸送物質が異なる場合において、フィラー補強電荷輸送層に含有される電
荷輸送物質とフィラーを含まない電荷輸送層に含有される電荷輸送物質のイオン化ポテン
シャル差が０．１５ｅＶ以下であることを特徴とする請求項１乃至４のいずれか一項に記



。
【請求項６】
　

。
【請求項７】
　

。
【数１】

。
【請求項８】
　

。
【請求項９】
　

。
【請求項１０】
　

。
【請求項１１】
　

。
【請求項１２】
　

。
【請求項１３】
　

。
【請求項１４】
　
。
【請求項１５】
　

。
【請求項１６】
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載の電子写真感光体

フィラーを含まない電荷輸送層又はフィラー補強電荷輸送層が２種以上の電荷輸送物質
を含有し、且つ含有される電荷輸送物質のイオン化ポテンシャル差が０．１５ｅＶ以下で
あることを特徴とする請求項１乃至５のいずれか一項に記載の電子写真感光体

電荷輸送層、フィラーを含まない電荷輸送層、フィラー補強電荷輸送層の少なくともい
ずれか一つの層の電荷移動度が電界強度４ｘ１０５ Ｖ／ｃｍの場合に１．２ｘ１０－ ５ ｃ
ｍ２ ／Ｖ・ｓｅｃ以上で、且つ数１に示す電荷移動度に対する電界強度依存性βが１．６
ｘ１０－ ３ 以下であることを特徴とする請求項１乃至６のいずれか一項に記載の電子写真
感光体

β＝ｌｏｇμ／Ｅ１ ／ ２

ここで、ｌｏｇは常用対数、μは電荷移動度（単位：ｃｍ２ ／Ｖ・ｓｅｃ）、Ｅは電界強
度（単位：Ｖ／ｃｍ）を表す

フィラー補強電荷輸送層に含有されるα－アルミナの平均粒径が０．１μｍ以上０．７
μｍ未満であることを特徴とする請求項１乃至７のいずれか一項に記載の電子写真感光体

α－アルミナが、実質的に破砕面を有さず、しかも、多面体粒子であり、且つ、α－ア
ルミナの六方稠密格子面に平行な最大粒子径をＤ、六方稠密格子面に垂直な粒子径をＨと
した場合に、Ｄ／Ｈ比が０．５以上５．０以下であることを特徴とする請求項８に記載の
電子写真感光体

α－アルミナが、粒子の平均粒径が０．１μｍ以上０．７μｍ未満であり、且つ、累積
粒度分布の微粒側からの累積１０％、累積９０％の粒径をそれぞれＤａ、Ｄｂとしたとき
に、Ｄｂ／Ｄａの値が５以下の粒度分布を示すα－アルミナであることを特徴とする請求
項８又は９に記載の電子写真感光体

フィラーを含まない電荷輸送層塗工液を導電性支持体上に直接または下引き層を介して
形成された電荷発生層上に予め塗布し、次いでフィラー補強電荷輸送層塗工液を塗布する
ことによって、請求項１乃至１０のいずれか一項に記載の電子写真感光体を作製すること
を特徴とする電子写真感光体の製造方法

電子写真感光体に少なくとも帯電、画像露光、現像、転写が繰り返し行なわれる画像形
成方法において、該電子写真感光体として請求項１乃至１０のいずれか一項に記載の電子
写真感光体を用いることを特徴とする画像形成方法

少なくとも帯電手段、画像露光手段、現像手段、転写手段および電子写真感光体を具備
してなる画像形成装置において、該電子写真感光体が請求項１乃至１０のいずれか一項に
記載の電子写真感光体であることを特徴とする画像形成装置

帯電手段として帯電ローラを用いることを特徴とする請求項１３に記載の画像形成装置

帯電手段として感光体と非接触の帯電ローラを用いることを特徴とする請求項１３に記
載の画像形成装置

ＤＣ電圧にＡＣ電圧を重畳した電圧を、電子写真感光体に印加することにより、電子写



。
【請求項１７】
　

。
【請求項１８】
　

。
【請求項１９】
　

。
【請求項２０】
　

。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は感光層中に無機フィラーを含有させた有機系電子写真感光体とその製造方法およ
びそれを用いた画像形成装置に関し、より詳しくは、高耐久電子写真感光体とその製造方
法およびそれを用いた画像形成装置、及び、その電子写真感光体を用いる画像形成方法、
画像形成装置、画像形成装置用プロセスカートリッジに関する。本発明の有機系電子写真
感光体およびそれを用いた画像形成装置、画像形成装置用プロセスカートリッジは、複写
機、ファクシミリ、レーザープリンタ、ダイレクトデジタル製版機等に応用される。
【０００２】
【従来の技術】
複写機、ファクシミリ、レーザープリンタ、ダイレクトデジタル製版機などに応用されて
いる電子写真感光体を用いた電子写真方法とは、少なくとも電子写真感光体に帯電、画像
露光、現像の過程を経た後、画像保持体（転写紙）へのトナー画像の転写、定着及び電子
写真感光体表面のクリーニングというプロセスよりなる方法である。
【０００３】
電子写真感光体が、この電子写真方法において要求される基本的な特性としては
▲１▼暗所で適当な電位に帯電できること
▲２▼暗所に於いて電荷の散逸が少ないこと
▲３▼光照射によって速やかに電荷を散逸できること
などが挙げられる。近年はこれらの特性に加えて、
▲４▼低コストであること
▲５▼低公害性であること
▲６▼長期にわたり異常画像の生じない安定した画像が得られること
が非常に強く要求されている。
【０００４】
従来、電子写真方式に於いて使用される感光体としては導電性支持体上にセレンないしセ
レン合金を主体とする光導電層を設けたもの、酸化亜鉛、硫化カドミウムなどの無機系光
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真感光体を帯電させる手段を有することを特徴とする請求項１４又は１５に記載の画像形
成装置

少なくとも電子写真感光体を具備してなる画像形成装置用カートリッジにおいて、該電
子写真感光体が請求項１乃至１０のいずれか一項に記載の電子写真感光体であることを特
徴とする画像形成装置用プロセスカートリッジ

ＤＣ電圧にＡＣ電圧を重畳した電圧を、電子写真感光体に印加することにより、電子写
真感光体を帯電させる手段を有することを特徴とする請求項１７に記載の画像形成装置用
プロセスカートリッジ

請求項１３乃至１６のいずれか一項に記載の画像形成装置において、中間転写体と、電
子写真感光体上のトナー像を中間転写体上に転写する第１の転写手段と、前記中間転写体
上のトナー像を受像媒体に転写する第２の転写手段を備えた中間転写方式のフルカラー電
子写真装置であり、前記中間転写体上に各色のトナー像を順次重ね合わせた後に前記第２
の転写手段により一括して受像媒体に転写して、フルカラー画像を形成することを特徴と
するフルカラー電子写真装置

請求項１３乃至１６のいずれか一項に記載の画像形成装置において、複数の現像色に対
応した複数の電子写真感光体と、各感光体毎に各々静電潜像を形成する露光手段と、各露
光手段により前記各感光体上に形成した各静電潜像を各々の現像色のトナーにより現像す
る現像手段を備えることを特徴とするタンデム方式のフルカラー電子写真装置



導電材料をバインダー中に分散させたもの、及び非晶質シリコン系材料を用いたものなど
が一般的に知られているが、近年ではコストの低さ、感光体設計の自由度の高さ、低公害
性などから有機系電子写真感光体が広く利用されるようになってきている。
【０００５】
有機系電子写真感光体には、ポリビニルカルバゾ－ル（ＰＶＫ）に代表される光導電性樹
脂、ＰＶＫ－ＴＮＦ（２，４，７－トリニトロフルオレノン）に代表される電荷移動錯体
型、フタロシアニン－バインダーに代表される顔料分散型、電荷発生物質と電荷輸送物質
とを組み合わせて用いる機能分離型の感光体などが知られており、特に機能分離型の感光
体が注目されている。
【０００６】
この機能分離型の感光体における静電潜像形成のメカニズムは、感光体を帯電した後光照
射すると、光は透明な電荷輸送層を通過し、電荷発生層中の電荷発生物質により吸収され
、光を吸収した電荷発生物質は電荷担体を発生し、この電荷担体は電荷輸送層に注入され
、帯電によって生じている電界にしたがって電荷輸送層中を移動し、感光体表面の電荷を
中和することにより静電潜像を形成するものである。機能分離型感光体においては、主に
紫外部に吸収を持つ電荷輸送物質と、主に可視部に吸収を持つ電荷発生物質とを組み合わ
せて用いることが知られており、かつ有用である。しかしながら、かかる有機系電子写真
感光体においても特に耐久性においては必ずしも満足できるものではなくなりつつある。
【０００７】
近年、電子写真装置は画像形成装置の中でも高速記録性に優れていることから、オフィス
ユースだけでなくパーソナルユースにおいても幅広く用いられ始めている。これに伴い、
装置の小型化やマシントラブルの抑制化に対する具体化が市場から強く要求されている。
また、情報技術の著しい発達により、電子写真装置もこれに応じた進化が要求されている
。具体的には、ランニングコストの低減、印刷速度の一層の高速化、モノクロプリントか
らカラープリントを可能とする装置のカラー化が要求されている。カラー化では風景や人
物画像等が自然な風合いで印刷することを可能とする高画質化に対する期待も強い。
【０００８】
この様な要求に対して、例えば、帯電器はスコロトロンチャージャーから帯電ローラを用
いるケースが多い。これにより、低消費電力、帯電時のオゾン発生量の低減が得られる。
更に、画質の安定性を確保するため、帯電器にＡＣ成分を重畳する方式も多用されている
。
【０００９】
また、画像品質の向上を目的として、モノクロ装置、カラー装置共に現像剤は小粒径化が
進められている。印刷インキの染・顔料の粒径がサブミクロンであることを見ると、電子
写真装置に使われている現行の現像剤は非常に大きな粒子であって、今後、更なる小粒径
化の課題が残されている。
【００１０】
また、プロセスの小型化、高速化対応では、感光体は高線速で使用されることになる。
【００１１】
このような市場の要求に応える装置の対応は何れも電子写真感光体に対して、ハザードの
大きな対応となる。このような装置の対応を可能として、市場の要求に応えるためには電
子写真感光体の高耐久化が最重要課題となる。
【００１２】
有機系電子写真感光体において、大量印刷を行っても常に安定した出力画像を得るために
は、大量印刷による画像欠陥ないし画像濃度低下、更には、解像度低下の発生を防止する
技術が必須となる。かかる異常画像の出力は主として、感光体表面上の創傷や感光層の膜
削れに起因することは周知の事実である。したがって、大量印刷を行っても異常画像の出
力を防止するためには、優れた機械強度と耐摩耗性を有機系電子写真感光体に付与する必
要がある。同時に、静電特性上のパフォーマンスを確保する必要がある。
【００１３】
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これまでに、感光体表層の耐摩耗性を向上する手段として、以下に記す提案がされている
。
【００１４】
（１）電荷輸送層の膜強度向上化による手段：
例えば、特開平１０－２８８８４６号公報、特開平１０－２３９８７０号公報には、電荷
輸送層のバインダーとしてポリアリレートを用いることにより、また、特開平１０－２３
９８７１号公報、特開平９－１６０２６４号公報には、電荷輸送層のバインダーとしてポ
リカーボネート樹脂を用いることにより、また、特開平１０－１８６６８８号公報にはタ
ーフェニル骨格を有するポリエステル樹脂、特開平１０－１８６６８７号公報にはトリフ
ェニルメタン骨格を有するポリエステル樹脂、特開平５－０４０３５８号公報にはフルオ
レン骨格を有するポリエステル樹脂を電荷輸送層のバインダーとして用いることにより、
更に、特開平９－１２６３７号公報、特開平９－２３５４４２号公報にはスチレン系エラ
ストマーを含有したポリマーブレンドを電荷輸送層のバインダーとして用いることにより
、それぞれ感光体の耐摩耗性向上化が提案されている。
【００１５】
しかしながら、上記の手段では、光減衰の感度の制約から感光層中に大量の低分子電荷輸
送物質を含有する必要がある。低分子電荷輸送物質は膜の脆化を著しくもたらす材料であ
り、低分子電荷輸送物質の含有量に比例して感光層の耐刷性は急激に劣化する。このため
、低分子電荷輸送物質に起因する感光体表面のキズの発生、および膜削れが激しく、電荷
輸送層のバインダー樹脂の種類を特定するのみでは大きな効果を得ることができなかった
。
【００１６】
（２）高分子電荷輸送物質を含有することによる手段：
例えば、特開平７－３２５４０９号公報には、低分子電荷輸送物質の代わりに高分子電荷
輸送物質を用いる手段が提案されている。かかる手段は感光層中の樹脂成分比を極めて大
きくすることが可能であるため、上記（１）の手段と比較して、良好な耐摩耗性を示すこ
とが期待される。
【００１７】
しかしながら、単に低分子電荷輸送物質を高分子電荷輸送物質に変更するだけでは十分な
耐刷性を感光体に付与できないケースが多い。これは、電子写真装置における感光体の摩
耗が機械的な負荷に起因するのみならず、帯電過程における電気的な劣化や帯電器から発
生するオゾン等の酸化性物質が感光体表面の変質を来すことで、摩耗速度を加速してしま
うことが原因と考えられる。例えば、帯電の均一化に有利とされるＡＣ重畳帯電では、設
定する周波数回、感光体表面は帯電電荷で叩かれることが想定される。電子写真装置にお
ける感光体の耐摩耗性を向上させるためにはこのような負荷に耐えうる感光体表面の工夫
が必要となる。
また、高分子電荷輸送物質は精製が困難であるケースが少なくなく、不純物の除去が不十
分な場合、残留電位の蓄積が懸念される。
【００１８】
（３）電荷輸送層の摩擦係数低減化による手段：
例えば、特開平１０－２４６９７８号公報、特開平１０－２０５３４号公報には電荷輸送
層中にシロキサン成分を含有することにより、また、特開平５－２６５２４１号公報、特
開平８－３２８２８６号公報には電荷輸送層中にフッ素樹脂粒子を含有することにより、
それぞれ感光体の摩擦係数の低減化が提案されている。これらの提案は感光体表面の摩擦
係数を低減させることにより、感光体表面に印加される当接圧を低下せしめ、この結果、
感光体の耐刷性を向上させる手段であると考えられる。
【００１９】
しかしながら、これらの滑性材料は電荷輸送層中のバインダー樹脂との親和性に乏しいも
のが少なくない。このため、使用し始めてから間もなく滑性材料の殆どが表面に析出し、
感光体表面の低摩擦係数化が持続されないケースが非常に多い。他方、バインダー樹脂中
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への保持性が高い滑性材料を用いた場合、感光体表面の摩擦係数低減化の度合いが弱く、
更には、この様な材料を添加することによる電荷輸送層の脆化が激しく、むしろ、かかる
手段は感光体の耐摩耗性を劣化させてしまうことが多いと言える。
【００２０】
（４）表面保護層を設けることによる手段：
例えば特開昭５７－３０８４６号公報、特開昭５８－１２１０４４号公報、特開昭５９－
２２３４４３号公報、特開昭５９－２２３４４５号公報には、特定範囲の粒径および粒径
分布を有する酸化スズや酸化アンチモンなどの金属または金属酸化物を含有する保護層を
設けることにより、感光体の機械的強度を向上させる手段が提案されている。かかる手段
は、感光体表面の機械強度を比較的容易に向上させることが可能であることから、感光体
の高耐久化に対して有用な手段であると言うことができる。
【００２１】
しかしながら、表面保護層を設けた場合、解像度の低下を来すことが多い。帯電器から発
生するイオン性物質を感光体表面に付着させた状態で使用した場合、感光体表面に対して
横方向への電荷のリークを招いてしまい、結果、解像度の低下を招くと考えられる。摩耗
が全く生じない感光体は、感光体の繰り返しないし長期間の使用によって生じた感光体表
面の汚染が摩耗ゼロの性質によって除去できず、表面抵抗の低下が回避できなくなる。こ
のような異常な事態は表面保護層を設ける感光体によく見られる現象である。このことか
ら、感光体の耐摩耗性は高い方が好ましいが、極端に高いことは実用的でないと判断され
る。
【００２２】
表面保護層を用いる感光体において、摩耗速度をコントロールすることは容易とは言えな
い。加えて、表面保護層を設けると残留電位の上昇を招くことから、その膜厚は極めて薄
い膜厚での使用に限定される。
また、装置の小型化に対応した小径の感光体ドラムに対して感光体に保護層を設けようと
した場合、ドラム形状の曲率が高く保護層のみが剥離してしまう事態を招くこともある。
この様に、表面保護層を設ける手段は、設計上、制約が多く適当な手段とは言えない。
【００２３】
（５）電荷輸送層の改質による手段：
例えば、特開昭４６－７８２号公報、特開昭５２－２５３１号公報には、感光体表面に滑
性フィラーを含有させることにより、感光体表面の潤滑性を向上せしめ、その結果、感光
体の長寿命化を図ることが提案されている。また、特開昭５４－４４５２６号公報、特開
昭６０－５７３４６号公報には、像保持部材の絶縁層ないし光導電層中にフィラーを含ま
せることにより、感光体の機械的強度を向上させる手段が提案されている。また、特開平
１－２０５１７１号公報、特開平７－２６１４１７号公報には、積層型電子写真感光体に
おける感光体表面層または電荷輸送層中にフィラーを含有させることにより、感光体表面
の硬度の強化、または滑性を付与することが提案されている。更に、特開昭６１－２５１
８６０号公報には、電荷輸送媒質１００重量部に対し、疎水性酸化チタン微粉末を１重量
部から３０重量部含有することにより、感光体の機械的強度を向上させる手段が提案され
ている。
【００２４】
しかしながら、これらの手段に従って感光層や電荷輸送層中に単にフィラーを添加した場
合、感度劣化や残留電位の蓄積が激しく、感光体としての機能を失ってしまうケースが少
なくない。フィラーを感光層中に分散させた感光体の多くは、フィラーが分散される感光
層の膜厚増加に対して急激な残留電位の上昇を招いてしまう。このため、以上の技術に加
えて残留電位を低減する何らかの対策を講じる必要がある。
【００２５】
機械的耐久性および静電特性の向上により、表面層の削れ量が減少する場合、異常画像の
発生が重大な問題点としてクローズアップされる。異常画像の発生は、例えば、高温高湿
下で吸湿した紙を使用した場合、酸化劣化した樹脂及び表面付着物が感光体表面から十分
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除去しきれなくなることで感光体表面抵抗の低下を引き起こし、結果、出力画像が流れた
ようになる。
【００２６】
かかる問題に対し、従来、次に記す技術が提案されてきた。
例えば、特開平１１－３１１８７６号公報、特開２０００－１３１８５５号公報に見られ
るような感光体表面層に用いるバインダーを高分子量体と低分子量体との混合樹脂を用い
ることが提案されている。
【００２７】
これはバインダーの内、低分子量成分を削ることで感光体表面に付着した低抵抗物質を共
に除去しようとする設計思想で、効果が認められるものの感光体の高耐久化には限度があ
ると容易に推測される。
【００２８】
また、特開平５－１１９４８８号公報、特開平８－９５２７８号公報、特開２０００－２
１４６１８号公報に見られるような感光体表面層、または、感光層中に酸化防止剤や可塑
剤を添加する手段も異常画像発生の抑制化技術として提案されている。また、類似の手段
として特開平１０－３０１３０３号公報、特開平２０００－１０３２３号公報に見られる
ような感光層中へヒンダードアミン、ヒンダードフェノール化合物を添加する手段も提案
されている。
【００２９】
これらの手段は一部効果が認められるものの、残留電位の蓄積性に不利に作用するケース
や膜の脆化を促進するケースが少なくなく、これらの副作用を押さえ込める感光体性能が
別に要求される。
【００３０】
また、特開平１１－２４９３３３号公報には電子写真感光体に用いる電荷輸送物質をイオ
ン化ポテンシャルが特定値範囲の電荷輸送物質に限定することで画像ボケやトナーのフィ
ルミング発生を抑制する手段が提案されている。
この他に、感光体表面の汚染を予防することで課題を解決しようとする手段が提案されて
いる。例えば、特開平７－２９５２７８号公報、特開平８－１８４９７６号公報に見られ
るような感光体表面の滑性を向上させる手段が提案されている。また、これに類似した技
術として、例えば特開平６－７５３８６号公報公報に見られるような感光層にシリコーン
系樹脂やフッ素系樹脂を含有させる手段が提案されている。
【００３１】
しかしながら、これらの手段の中には添加した潤滑剤が酸化されやすいものもあり、残留
電位の蓄積性に対して不利となるケースが少なくない。また、これらの手段は装置の工夫
を加えないと滑性が持続できないケースも多く、プロセスに対して適用範囲の狭い技術と
言える。また、多くの場合、滑性成分はバインダー成分との親和性が低く、滑性成分が膜
の脆化を促進してしまうことがあり、異常画像発生の抑制と感光体の高耐久化を両立する
手段としては不十分であると判断される。
【００３２】
このように、従来技術では感光体の設計のみで異常画像発生の抑制と高耐久化を両立する
ことは困難であり、これらの技術について更にプロセス上の工夫を組み込んだ具体化が図
られている。
【００３３】
例えば、特開平１１－２０２５２５号公報に見られるような感光体の帯電方式を注入帯電
方式とする手段やヒーターを設ける手段が提案され、特開平１１－１９０８７号公報では
感光体表面に潤滑剤を供給する手段を設けることによる上記の両立化が提案されている。
これらの手段は装置の小型化や低コスト化に対して不利な手段であり、昨今の市場ニーズ
に応える技術とは言い難い。
【００３４】
以上に記載した如く、感光体の高耐久化について提案されてきた従来の技術は、耐摩耗性
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、あるいは感光体表面の汚染防止に関わる一面を向上しようとするものであり、これらの
耐久性を同時に向上させる技術とは言い難い。加えて、一方の耐久性向上化を試みた場合
、他方の耐久性が劣化するような、両者の耐久性がトレードオフの関係になるケースが少
なくない。従来提案されてきた技術は感光体の特定性能の向上には有用であると言えるも
のの、直接、感光体の長寿命化（高耐久化）を果たす技術とは言いきれない。実際、電子
写真感光体は電子写真装置のうち、使い捨ての消耗品としての性格が強く、長寿命な部品
と言えるものは未だ得られていないのが現状である。
【００３５】
【発明が解決しようとする課題】
本発明の目的は、長期間の繰り返し使用に対しても異常画像の発生が少なく、安定した高
画質画像が得られる、極めて高耐久な電子写真感光体およびその製造方法を提供すること
である。
より具体的には良好な静電特性を維持しつつ帯電過程において、過酷な帯電負荷条件にも
十分な耐久性をし、且つ、ヒーター等の手段を用いなくとも解像度低下等の異常画像発生
を防止することができる電子写真感光体およびその製造方法を提供することである。
また本発明の他の目的は、その感光体を用いたことにより、感光体の交換が長期にわたっ
て必要でなく、かつ高速印刷あるいは感光体の小径化に伴う小型化を実現し、さらに大量
印刷によっても高画質画像が安定して得られる画像形成方法、画像形成装置及び該画像形
成装置用プロセスカートリッジを提供することである。
【００３６】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは、上記課題に対して鋭意検討を行った。その概略は次のとおりである。
【００３７】
電子写真プロセスで生じる感光体の摩耗は主に、以下に記す過程において発生または加速
されていると考えることができる。
【００３８】
（１）クリーニング過程による摩耗：
電子写真プロセスにおいて、感光体表面に残留するトナーを除去する方法として、クリー
ニングブラシ方式やクリーニングブレード方式が一般に用いられている。例えば、クリー
ニングブレード方式の場合、クリーニングブレードの先端部を、回転する感光体表面に所
定の押圧力で物理的に食い込ませることによって、残留トナーを感光体表面から除去して
いる。このときのブレードの摺擦により、感光体表面は、摩耗やキズが生じる。この摩耗
は機械的な摩耗が支配的であると考えられる。
【００３９】
（２）帯電過程による影響：
特開平１０－１０７６７号公報に記載の如く、感光体は帯電過程において、感光体内部の
僅かな欠陥部位において放電絶縁破壊が生じてしまうことがある。特に感光体が絶縁耐圧
の低い有機系電子写真感光体の場合は、この絶縁破壊が著しい。更には、放電により感光
体表面層を構成する樹脂等が変性し、耐摩耗性の低下を引き起こす。これにより繰り返し
使用した際に表面層の摩耗量が増加し、感光体の寿命を縮めてしまう。また、放電は、表
面層膜厚の薄いところにより強くなることから、繰り返し使用において生じた摩耗傷等の
部分は、帯電劣化（変性）が生じ易くなり、表面層の凹凸をより大きくしてしまう。結果
、凝着摩耗（疲労摩耗）を促進してしまうことが考えられる。
【００４０】
（３）現像過程による摩耗：
２成分現像法の場合、電子写真感光体はキャリアによる表面研磨を受け、アブレシブ摩耗
を引き起こす。また、トナーに含まれる流動化剤等の添加剤には、シリカ等の硬い材料が
多く、これらの添加剤が感光体に対して研磨剤として作用することが十分に考えられる。
例えば、発明者らはキャリアおよびトナーの一部がクリーニングブレード等のクリーニン
グ手段で滞留し、クリーニング手段によって押圧力を受けたこれらの現像剤成分が感光体
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表面を掘削する現象を確認している。
現像過程に伴う感光体の摩耗は微小な粒子によって連続的に行われていると考えることが
でき、この状況は、感光体が絶えずヤスリあるいはクレンザーで磨かれている状況に喩え
られる。このような現象は、シリカ等の硬い添加剤を多量に含むトナーや、クリーニング
手段に滞留し易いトナーを使用する電子写真装置に於いて深刻な問題となる。
また、１成分現像法の場合も含め、現像に用いるトナーは、一度、感光体表面に付着し、
次いで、転写またはクリーニング手段によって感光体表面から離れる過程を繰り返す。こ
のときのトナー－感光体間の付着力が無視できず、トナーが感光体表面から離れる際に感
光体表面が凝着摩耗を引き起こしてしまうことが考えられる。
【００４１】
電子写真感光体の耐摩耗性を向上させるためには、少なくとも上記の（１）～（３）につ
いて対策を講じる必要がある。そこで、本発明者はこれらの摩耗因子に対して感光体の耐
久性を向上させることについて検討したところ、従来技術に挙げた数々の手段のなかでも
、感光体表層中に無機フィラーを含有させることが有効であることを特定した。現時点で
は、この原因の詳細は不明であるが、本発明者らは次のように考えている。
【００４２】
すなわち、感光体表面層の耐摩耗性が機械強度（例えば、引張強度とひずみの積で表され
る強度）を向上させるだけでは、一定の静電特性を維持しつつ電子写真装置における感光
体の耐摩耗性を向上させるには限度がある。これは、電子写真装置における帯電過程が感
光体表面の変質を来す結果、感光体表面の摩耗を加速していることが一因していると考え
られる。感光体表面層を有機材料のみで作製した場合、絶縁耐圧を向上させることには限
界があり、帯電による感光体表面の変質を抑えられないと考えられる。このため、耐摩耗
性にも限度が見られると想定される。これに対して、無機フィラーを感光体表面に含有す
ることは、かかる変質の抑制に寄与していると考えられる。
【００４３】
特に、本発明者らは、電子写真装置内での感光体の摩耗速度が帯電の強弱によって、大き
く左右される知見を得ている。また、帯電方式の違いによって、感光体が受けるダメージ
も異なる知見を得ている。これより、電子写真装置内での感光体の摩耗は、帯電による感
光体表面の変質（帯電劣化）が、機械的なストレスによってもたらされる膜削れを加速し
ているものと推測している。
【００４４】
これに基づいて無機フィラーの添加効果を解釈すると、無機フィラーの添加により感光体
表面に露出する高分子膜の面積が、無機フィラーが専有する面積分、減少することになる
。これに伴い、帯電劣化によって生じる高分子膜の変質量が少なくなると考えられる。結
果、摩耗速度が抑制されると解釈される。
また、添加した無機フィラーも摩耗や、膜から脱離することが十分に考えられるため、無
機フィラー自身の耐摩耗性や、高分子膜との親和性・パッキング性も感光体の耐摩耗性を
左右する因子になると考えられる。
【００４５】
更に、電子写真装置で生じる感光体の摩耗は、現像過程における摩耗が極めて激しいと言
うことができる。感光体表面層が有機材料のみで構成される場合、感光体表面の硬度は現
像剤に含まれる材料と比較して桁違いに低くなる。これに対して無機フィラーを感光体表
面に含有することは、少なくとも感光体表面のフィラー部分に対しては現像剤に含まれる
材料の硬度に匹敵する硬さを示すことから、無機フィラーが現像剤による感光体表面の掘
削を抑制していると考えられる。また、トナーと感光体表面の樹脂成分との凝着に対して
、無機フィラーがこれをプロテクトする役割を担う結果、凝着摩耗抑止に寄与すると考え
られる。
【００４６】
以上から、本発明者らは帯電による感光体表面の変質を抑制することで、感光体の耐摩耗
性を向上できることを考案し、種々の帯電方式に適用できる感光体表面層の処方を検討し
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た結果、次の知見を見出すに至った。
【００４７】
（１）感光体表面層に含有させるフィラーのうち、α－アルミナが耐摩耗性向上に有利で
ある。
【００４８】
（２）感光体の耐摩耗性はフィラーの含有量が多いものほど優れた耐久性を示し、フィラ
ーが含有される層の全重量に対して１０ｗｔ％以上のフィラーが含有される場合、実使用
上の耐久性向上が効果として享受される。
【００４９】
（３）フィラーを結着するバインダー樹脂の分子量は４．０×１０ 4以上（重量平均分子
量）の場合、耐摩耗性向上に有効に寄与する。
【００５０】
（４）フィラーが含有される保護層は膜厚を厚くするほど、感光体の高耐久化に有利であ
る。
【００５１】
従来、保護層に含有するフィラー種は極めて多種多彩な材料が提案されてきたが、このう
ち、フィラーが容易に削れるものは感光体の耐久性を向上させる効果が小さい。これに対
して、α－アルミナは耐摩耗性に優れ、高耐久化に対して有効に利用することができる。
また、フィラーを結着するバインダー樹脂は重量平均分子量が４．０×１０ 4以上の場合
、フィラーを膜中に固定することが可能であり、フィラーの物性に応じた耐久性が発現さ
れる。
以上の知見を適用することにより、極めて高い耐摩耗性を感光体に付与することが可能と
なる。
【００５２】
次に、本発明における電子写真感光体の静電特性の高性能化手段について説明する。
感光体の表面にフィラーを含有することで耐摩耗性の向上を図る手段は、従来、種々の試
みがされてきた。しかしながら、これらの試みは露光部電位上昇による出力画像のコント
ラスト低下を伴い十分な効果は得られていなかった。
本発明者らはこのような感光体の露光部電位低減化について検討し、以下の知見を得るに
至った。
【００５３】
（１）感光体表面層に含有させるフィラーのうち、表面層に透光性を付与できる無機フィ
ラーは、添加による露光部電位の上昇が小さい。特に、α－アルミナを含有する表面層は
透光性が高く、加えて高い耐摩耗性を示す。このことから、感光体表面層に含有させるフ
ィラーのなかでもα－アルミナは本発明において有効に用いることができる。
【００５４】
（２）感光層にフィラーを含有した電子写真感光体において、フィラーが含有される層に
電荷輸送物質ないし電荷発生物質を高濃度に含有させることにより、露光部電位の上昇を
抑制することが可能となる。
【００５５】
（３）フィラーは感光層に均一に添加するよりも、感光体表面に保護層を設け、この保護
層にのみフィラーを含有した方が露光部電位を低くできるケースが多い。
【００５６】
（４）感光体の表面層にフィラーを含有した電子写真感光体において、フィラーを含まな
い感光層ないし電荷輸送層の上に、フィラーが含有される感光層または電荷輸送層を設け
ることにより、露光部電位の上昇を抑えることができる。このような感光層または電荷輸
送層の機能分離化を施すことにより、フィラーが含有される層の厚膜化とフィラーの含有
量増加が可能となる。
【００５７】
（５）良好な静電特性を確保するために好ましくは、フィラーを含有する感光層の厚み（
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Ｌ）とフィラーが含有されない感光層の厚み（Ｍ）の比（Ｌ／Ｍ）が０．０１２５～１の
範囲であることが望ましい。Ｌ／Ｍが１を越える構成の場合、残留電位の蓄積が無視でき
なくなることが多い。他方、Ｌ／Ｍが０．０１２５よりも小さいと、耐久性の効果が享受
されなくなることが多い。
同様に、フィラーを含有する電荷輸送層の厚み（Ｎ）とフィラーが含有されない電荷輸送
層の厚み（Ｐ）の比（Ｎ／Ｐ）は０．０１２５～０．６７の範囲であることが望ましい。
【００５８】
（６）フィラーが含有される層に、電気抵抗を低下させる添加剤（以下、固有抵抗低下剤
と称す。）を含有させることにより露光部電位の上昇を抑えることができる。
【００５９】
（７）フィラーを疎水化処理することで露光部電位を低下させることが可能となる。
【００６０】
（８）２種以上の電荷輸送物質を組み合わせて使用することにより、露光部電位を低下さ
せることが可能となるケースがある。また、これにより、静電特性に加えて耐ガス性、機
械強度の向上、クラック防止など２つ以上の要求特性を同時に解決できるケースがある。
【００６１】
（９）フィラーが含有される電荷輸送層またはフィラーが含有されない電荷輸送層に２種
以上の電荷輸送物質を含有させる場合、これらのイオン化ポテンシャル差は０．１５ｅＶ
以下を満たす材料を選択することで、露光部電位の上昇を抑制することが可能となる。こ
れと逆の場合、露光部電位が高くなるケースが多い。
【００６２】
（１０）フィラーが含有される層と電荷輸送層に含有される電荷輸送物質が各層で異なる
場合、電荷輸送物質のイオン化ポテンシャル差が０．１５ｅＶ以下を満たす材料選択によ
り、露光部電位を低下させることが可能となる。これと逆の場合、露光部電位が高くなる
ケースが多い。
【００６３】
感光体表面層に透光性が無いと、電子写真装置における書き込み光を表面層が遮蔽してし
まうため、電荷発生が不十分となる結果、機内電位（露光部電位、残留電位）の上昇をも
たらすケースが多い。この場合、表面層の厚膜化が困難となる。具体的には、書き込み光
に対する表面層の透過率が１５％を下回るケースでは機内電位の上昇が大きくなる事が多
い。
【００６４】
保護層ないし感光層にフィラーを含有させると、これによる入射（書き込み）光の反射、
屈折、散乱、拡散が生じてしまう。従って、選択するフィラーとしては反射や屈折などが
小さな材料を選択することが好ましい。
これに対して、α－アルミナは耐摩耗性と透光性を感光体表面層に付与できるフィラーと
して、本発明では有効に利用することができる。
【００６５】
表面保護層に電荷輸送物質や電荷発生物質を大量添加することで、表面保護層を光導電性
を示す機能層へと転化し、これにより露光部電位を低下させることが可能となる。また、
表面保護層に従来型の感光層に匹敵する光導電性を付与させることで、かかる層を厚膜化
することが可能となる。
【００６６】
フィラーを含有する光導電層の耐摩耗性はフィラー量が多いほど耐摩耗性が優れることか
ら、フィラーを含有する光導電層の膜厚およびフィラー含有量の調整により、感光体の摩
耗速度を所望の速度に調節することができる。これにより、例えば、画像ボケの発生を摩
耗速度のコントロールによって防止することが可能となる。
【００６７】
また、フィラーを含有する光導電層に固有抵抗低下剤を添加することで電荷キャリアの脱
トラップを促す設計や、フィラーの表面を改質することでトラップ形成を阻止する設計に
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より、露光部電位の低減化が可能となる。フィラーを含有する光導電層に用いる電荷輸送
物質は高い電荷移動度を示す材料が望ましく、特に低電界領域でも高移動度を示す材料が
望ましい。
【００６８】
また、フィラーを含まない電荷輸送層とフィラーが含有する電荷輸送層の中に含まれる電
荷輸送物質が異なる化合物である場合、イオン化ポテンシャル差は小さい方が好ましい。
イオン化ポテンシャル差が大きい場合、露光部電位の上昇をもたらすケースが多く、実用
性に欠ける。これは、フィラーを含まない電荷輸送層とフィラーが含有する電荷輸送層に
含有される電荷輸送物質が相互に相手の層へ拡散し、他層から混入する電荷輸送物質が電
荷トラップとして作用してしまうことに因るものと考えられる。同じ理由により、フィラ
ーが含有する電荷輸送層またはフィラーを含まない電荷輸送層に２種以上の電荷輸送物質
を含有させる場合、これらのイオン化ポテンシャル差は小さい方が好ましい。
【００６９】
最後に、本発明における画像解像度低下の抑制化手段について説明する。
異常画像の発生は、例えば、高温高湿下で吸湿した紙を使用した場合、酸化劣化した樹脂
及び表面付着物が感光体表面から十分除去しきれなくなることで感光体表面抵抗の低下を
引き起こし、結果、出力画像が流れたようになる。
【００７０】
本発明者らは上記手段による高耐摩耗性感光体の画像解像度の抑制化について鋭意検討し
た結果、感光体表面層に含有する無機フィラー材料としてα－アルミナを用いることでか
かる問題点を解決することを見いだした。かかる効果の詳細は現時点では不明であるが、
α－アルミナは大気中ないし受像する紙に含まれる水分を吸着する性質が他のフィラーと
比較して小さい為と考えられる。
【００７１】
以上より、機械的な耐久性向上と良好な静電特性の確保、および画像解像度の低下の抑制
を同時に可能とする電子写真感光体の提供が可能となることを見出し、本発明を完成する
に至った。
【００７２】
　すなわち、本発明によれば、第一に、導電性支持体上に直接または下引き層を介して

が提供される。
【００７４】
　

電子写真
感光体が提供される。
【００７５】
　第三に、

電子写真感光体が提供される。
【００７６】
　

電子写真感光体が提供される。
【００７９】
　

の電子写真感光体が提供される。
【００８０】
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電
荷発生層、電荷輸送層と順次積層されている電子写真感光体において、該電荷輸送層が電
荷輸送成分とバインダー成分からなるフィラーを含まない電荷輸送層と、電荷輸送成分と
バインダー成分とα－アルミナを含むフィラー補強電荷輸送層との積層で順次構成される
ことを特徴とする電子写真感光体

第二に、フィラー補強電荷輸送層中に含まれるα－アルミナの含有率がフィラー補強電
荷輸送層全重量の１０乃至５０ｗｔ％であることを特徴とする上記第一に記載の

フィラー補強電荷輸送層の膜厚が０．５乃至１０μｍであることを特徴とする
上記第一又は第二に記載の

第四に、フィラー補強電荷輸送層の膜厚が２乃至１０μｍであることを特徴とする上記
第一乃至第三の何れかに記載の

第五に、フィラー補強電荷輸送層に含有される電荷輸送物質とフィラーを含まない電荷
輸送層に含有される電荷輸送物質が異なる場合において、フィラー補強電荷輸送層に含有
される電荷輸送物質とフィラーを含まない電荷輸送層に含有される電荷輸送物質のイオン
化ポテンシャル差が０．１５ｅＶ以下であることを特徴とする上記第一乃至第四のいずれ
か一つに記載



　

電子写真感光体
が提供される。
【００８１】
　

電子写真感光体が提供される。
【数２】
β＝ｌｏｇμ／Ｅ１ ／ ２

ここで、ｌｏｇは常用対数、μは電荷移動度（単位：ｃｍ２ ／Ｖ・ｓｅｃ）、Ｅは電界強
度（単位：Ｖ／ｃｍ）を表す。
【００８５】
　

電
子写真感光体が提供される。
【００８６】
　

電子写真感光体が提供される。
【００８７】
　

の電子写真感光体が提供される。
【００８８】
　

電子写真感光体の製造方法が提供される。
【００８９】
　

画像形成方法が提供される。
【００９０】
　

画像形成装置が提供される。
【００９１】
　 画
像形成装置が提供される。
【００９２】
　

画像形成装置が提供される。
【００９３】
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第六に、フィラーを含まない電荷輸送層又はフィラー補強電荷輸送層が２種以上の電荷
輸送物質を含有し、且つ含有される電荷輸送物質のイオン化ポテンシャル差が０．１５ｅ
Ｖ以下であることを特徴とする上記第一乃至第五のいずれか一つに記載の

第七に、電荷輸送層、フィラーを含まない電荷輸送層、フィラー補強電荷輸送層の少な
くともいずれか一つの層の電荷移動度が電界強度４ｘ１０５ Ｖ／ｃｍの場合に１．２ｘ１
０－ ５ ｃｍ２ ／Ｖ・ｓｅｃ以上で、且つ数１に示す電荷移動度に対する電界強度依存性β
が１．６ｘ１０－ ３ 以下であることを特徴とする上記第一乃至第六６のいずれか一つに記
載の

第八に、フィラー補強電荷輸送層に含有されるα－アルミナの平均粒径が０．１μｍ以
上０．７μｍ未満であることを特徴とする上記第一乃至第七のいずれか一つ項に記載の

第九に、α－アルミナが、実質的に破砕面を有さず、しかも、多面体粒子であり、且つ
、α－アルミナの六方稠密格子面に平行な最大粒子径をＤ、六方稠密格子面に垂直な粒子
径をＨとした場合に、Ｄ／Ｈ比が０．５以上５．０以下であることを特徴とする上記第八
に記載の

第十に、α－アルミナが、粒子の平均粒径が０．１μｍ以上０．７μｍ未満であり、且
つ、累積粒度分布の微粒側からの累積１０％、累積９０％の粒径をそれぞれＤａ、Ｄｂと
したときに、Ｄｂ／Ｄａの値が５以下の粒度分布を示すα－アルミナであることを特徴と
する上記第八又は第九に記載

第十一に、フィラーを含まない電荷輸送層塗工液を導電性支持体上に直接または下引き
層を介して形成された電荷発生層上に予め塗布し、次いでフィラー補強電荷輸送層塗工液
を塗布することによって、上記第一乃至第十のいずれか一つに記載の電子写真感光体を作
製することを特徴とする

第十二に、電子写真感光体に少なくとも帯電、画像露光、現像、転写が繰り返し行なわ
れる画像形成方法において、該電子写真感光体として上記第一乃至第十のいずれか一つに
記載の電子写真感光体を用いることを特徴とする

第十三に、少なくとも帯電手段、画像露光手段、現像手段、転写手段および電子写真感
光体を具備してなる画像形成装置において、該電子写真感光体が上記第一乃至第十のいず
れか一つに記載の電子写真感光体であることを特徴とする

第十四に、帯電手段として帯電ローラを用いることを特徴とする上記第十三に記載の

第十五に、帯電手段として感光体と非接触の帯電ローラを用いることを特徴とする上記
第十三に記載の

第十六に、ＤＣ電圧にＡＣ電圧を重畳した電圧を、電子写真感光体に印加することによ
り、電子写真感光体を帯電させる手段を有することを特徴とする上記第十四又は第十五に



画像形成装置が提供される。
【００９４】
　

画像形成装置用プロセスカートリッジが提供される。
【００９５】
　

画像
形成装置用プロセスカートリッジが提供される。
【００９６】
　

フルカラー電子写真装置が提供される。
【００９７】
　

タンデム方式のフルカラー電子写真装
置が提供される。
【００９８】
【発明の実施の形態】
以下図面に沿って本発明で用いられる有機系電子写真感光体を詳細に説明する。
図６は本発明の電子写真感光体の一例を模式的に示す断面図であり、導電性支持体２１上
に感光層２４が設けられている。感光層２４は感光体表面側ほど、フィラー濃度が高く、
その濃度分布は傾斜性をもつ特徴を有する。図７は図６に示した電子写真感光体において
、導電性支持体２１と感光層２４の間に下引き層２５が設けられたものである。
【００９９】
図８は別の構成の電子写真感光体を模式的に示す断面図であり、感光層２４は２層に機能
分離された構成を有する。フィラーを含まない感光層２８の上にフィラー補強感光層２７
が設けられている。感光層２４は感光体表面側にフィラーが局在する特徴をもつ。図９は
図８に示した電子写真感光体において、導電性支持体２１と感光層２４の間に下引き層２
５が設けられたものである。
【０１００】
図１０は更に別の構成の電子写真感光体を模式的に示す断面図であり、導電性支持体２１
上に電荷発生層２２と電荷輸送層２３との積層からなる感光層２４が設けられている。感
光層２４（図１０では、電荷輸送層２３）は感光体表面側ほど、フィラー濃度が高く、そ
の濃度分布は傾斜性をもつ特徴を有する。図１１は図１０に示した電子写真感光体におい
て、導電性支持体２１と感光層２４の間に下引き層２５が設けられたものである。
【０１０１】
図１２は更に別の構成の電子写真感光体を模式的に示す断面図であり、電荷輸送層２３が
２層に機能分離された構成を有する。フィラーを含まない電荷輸送層２９の上にフィラー
補強電荷輸送層２６が設けられている。電荷輸送層２３は感光体表面側にフィラーが局在
する特徴をもつ。図１３は図１２に示した電子写真感光体において、導電性支持体２１と
感光層２４の間に下引き層２５が設けられたものである。
【０１０２】
導電性支持体２１としては、体積抵抗１０ 1 0Ω・ｃｍ以下の導電性を示すもの、例えばア
ルミニウム、ニッケル、クロム、ニクロム、銅、銀、金、白金、鉄などの金属、酸化スズ
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記載の

第十七に、少なくとも電子写真感光体を具備してなる画像形成装置用カートリッジにお
いて、該電子写真感光体が上記第一乃至第十のいずれか一つに記載の電子写真感光体であ
ることを特徴とする

第十八に、ＤＣ電圧にＡＣ電圧を重畳した電圧を、電子写真感光体に印加することによ
り、電子写真感光体を帯電させる手段を有することを特徴とする上記第十七に記載の

第十九に、上記第十三乃至第十六のいずれか一つに記載の画像形成装置において、中間
転写体と、電子写真感光体上のトナー像を中間転写体上に転写する第１の転写手段と、前
記中間転写体上のトナー像を受像媒体に転写する第２の転写手段を備えた中間転写方式の
フルカラー電子写真装置であり、前記中間転写体上に各色のトナー像を順次重ね合わせた
後に前記第２の転写手段により一括して受像媒体に転写して、フルカラー画像を形成する
ことを特徴とする

第二十に、上記第十三乃至第十六のいずれか一つに記載の画像形成装置において、複数
の現像色に対応した複数の電子写真感光体と、各感光体毎に各々静電潜像を形成する露光
手段と、各露光手段により前記各感光体上に形成した各静電潜像を各々の現像色のトナー
により現像する現像手段を備えることを特徴とする



、酸化インジウムなどの酸化物を、蒸着またはスパッタリングによりフィルム状もしくは
円筒状のプラスチック、紙などに被覆したもの、あるいはアルミニウム、アルミニウム合
金、ニッケル、ステンレスなどの板およびそれらをＤｒａｗｉｎｇ　Ｉｒｏｎｉｎｇ法、
Ｉｍｐａｃｔ　Ｉｒｏｎｉｎｇ法、Ｅｘｔｒｕｄｅｄ　Ｉｒｏｎｉｎｇ法、Ｅｘｔｒｕｄ
ｅｄ　Ｄｒａｗｉｎｇ法、切削法などの工法で素管化後、切削、超仕上げ、研磨などで表
面処理した管などを使用することができる。
【０１０３】
本発明における感光層２４は、混合型感光層でも、電荷発生層と電荷輸送層を順次積層さ
せた積層型感光層でも用いることができる。
ここで、本発明における混合型感光層とは電荷発生物質と電荷輸送物質を一緒に分散させ
た感光層を意味する。積層型感光層とは、電荷発生物質を含有する電荷発生層と電荷輸送
物質を含有する電荷輸送層とを順に積層させた感光層を意味する。これらの感光層を設け
てなる電子写真感光体を本発明では混合型感光体あるいは積層型感光体と呼ぶこととする
。
【０１０４】
はじめに積層型感光体について説明する。
【０１０５】
積層型感光体における各層のうち、はじめに、電荷発生層２２について説明する。電荷発
生層は、積層型感光層の一部を指し、露光によって電荷を発生する機能をもつ。この層に
は含有される化合物のうち、電荷発生物質を主成分とする。電荷発生層は必要に応じてバ
インダー樹脂を用いることもある。電荷発生物質としては、無機系材料と有機系材料を用
いることができる。
【０１０６】
無機系材料には、結晶セレン、アモルファスセレン、セレン－テルル、セレン－テルル－
ハロゲン、セレン－ヒ素化合物や、アモルファスシリコンなどが挙げられる。アモルファ
スシリコンにおいては、ダングリングボンドを水素原子、ハロゲン原子でターミネートし
たものや、ホウ素原子、リン原子などをドープしたものが良好に用いられる。
【０１０７】
一方、有機系材料としては、公知の材料を用いることができる。例えば、金属フタロシア
ニン、無金属フタロシアニンなどのフタロシアニン系顔料、アズレニウム塩顔料、スクエ
アリック酸メチン顔料、カルバゾール骨格を有するアゾ顔料、トリフェニルアミン骨格を
有するアゾ顔料、ジフェニルアミン骨格を有するアゾ顔料、ジベンゾチオフェン骨格を有
するアゾ顔料、フルオレノン骨格を有するアゾ顔料、オキサジアゾール骨格を有するアゾ
顔料、ビススチルベン骨格を有するアゾ顔料、ジスチリルオキサジアゾール骨格を有する
アゾ顔料、ジスチリルカルバゾ－ル骨格を有するアゾ顔料、ペリレン系顔料、アントラキ
ノン系または多環キノン系顔料、キノンイミン系顔料、ジフェニルメタン及びトリフェニ
ルメタン系顔料、ベンゾキノン及びナフトキノン系顔料、シアニン及びアゾメチン系顔料
、インジゴイド系顔料、ビスベンズイミダゾール系顔料などが挙げられる。これらの電荷
発生物質は、単独または２種以上の混合物として用いることができる。
【０１０８】
電荷発生層に必要に応じて用いられるバインダー樹脂としては、ポリアミド、ポリウレタ
ン、エポキシ樹脂、ポリケトン、ポリカーボネート、ポリアリレート、シリコーン樹脂、
アクリル樹脂、ポリビニルブチラール、ポリビニルホルマール、ポリビニルケトン、ポリ
スチレン、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール、ポリアクリルアミドなどが用いられる。これ
らのバインダー樹脂は、単独または２種以上の混合物として用いることができる。また、
電荷発生層のバインダー樹脂として、高分子電荷輸送物質を用いることができる。更に、
必要に応じて低分子電荷輸送物質を添加してもよい。
【０１０９】
電荷発生層に併用できる電荷輸送物質には電子輸送物質と正孔輸送物質とがあり、これら
は更に低分子型の電荷輸送物質と高分子型の電荷輸送物質がある。以下、本発明では高分
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子型の電荷輸送物質を高分子電荷輸送物質と称する。
【０１１０】
電子輸送物質としては、たとえばクロルアニル、ブロムアニル、テトラシアノエチレン、
テトラシアノキノジメタン、２，４，７－トリニトロ－９－フルオレノン、２，４，５，
７－テトラニトロ－９－フルオレノン、２，４，５，７－テトラニトロキサントン、２，
４，８－トリニトロチオキサントン、２，６，８－トリニトロ－４Ｈ－インデノ〔１，２
－ｂ〕チオフェン－４－オン、１，３，７－トリニトロジベンゾチオフェン－５，５－ジ
オキサイドなどの電子受容性物質が挙げられる。これらの電子輸送物質は、単独または２
種以上の混合物として用いることができる。
【０１１１】
正孔輸送物質としては、以下に表される電子供与性物質が挙げられ、良好に用いられる。
たとえば、オキサゾール誘導体、オキサジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、トリフ
ェニルアミン誘導体、９－（ｐ－ジエチルアミノスチリルアントラセン）、１，１－ビス
－（４－ジベンジルアミノフェニル）プロパン、スチリルアントラセン、スチリルピラゾ
リン、フェニルヒドラゾン類、α－フェニルスチルベン誘導体、チアゾール誘導体、トリ
アゾール誘導体、フェナジン誘導体、アクリジン誘導体、ベンゾフラン誘導体、ベンズイ
ミダゾール誘導体、チオフェン誘導体などが挙げられる。これらの正孔輸送物質は、単独
または２種以上の混合物として用いることができる。
【０１１２】
また、以下に表される高分子電荷輸送物質を用いることができる。たとえば、ポリ－Ｎ－
ビニルカルバゾール等のカルバゾール環を有する重合体、特開昭５７－７８４０２号公報
等に例示されるヒドラゾン構造を有する重合体、特開昭６３－２８５５５２号公報等に例
示されるポリシリレン重合体、特開平８－２６９１８３号公報、特開平９－１５１２４８
号公報、特開平９－７１６４２号公報、特開平９－１０４７４６号、特開平９－３２８５
３９号公報、特開平９－２７２７３５号公報、特開平９－２４１３６９号公報、特開平１
１－２９６３４号公報、特開平１１－５８３６号公報、特開平１１－７１４５３号公報、
特開平９－２２１５４４号公報、特開平９－２２７６６９号公報、特開平９－１５７３７
８号公報、特開平９－３０２０８４号公報、特開平９－３０２０８５号公報、特開平９－
２６８２２６号公報、特開平９－２３５３６７号公報、特開平９－８７３７６号公報、特
開平９－１１０９７６号公報、特開２０００－３８４４２号公報に例示される芳香族ポリ
カーボネートが挙げられる。これらの高分子電荷輸送物質は、単独または２種以上の混合
物として用いることが出来る。
【０１１３】
電荷発生層を形成する方法には、真空薄膜作製法と溶液分散系からのキャスティング法と
が大きく挙げられる。前者の方法には、真空蒸着法、グロー放電分解法、イオンプレーテ
ィング法、スパッタリング法、反応性スパッタリング法、ＣＶＤ法などが用いられ、上述
した無機系材料、有機系材料が良好に形成できる。また、キャスティング法によって電荷
発生層を設けるには、上述した無機系もしくは有機系電荷発生物質を必要ならばバインダ
ー樹脂と共にテトラヒドロフラン、シクロヘキサノン、ジオキサン、ジクロロエタン、ブ
タノンなどの溶媒を用いてボールミル、アトライター、サンドミルなどにより分散し、分
散液を適度に希釈して塗布することにより、形成できる。塗布は、浸漬塗工法やスプレー
コート法、リングコート法、ビードコート法などを用いて行なうことができる。
【０１１４】
以上のようにして設けられる電荷発生層の膜厚は、０．０１～５μｍ程度が適当であり、
好ましくは０．０５～２μｍである。
【０１１５】
次に電荷輸送層２３について説明する。電荷輸送層は電荷発生層で生成した電荷を注入、
輸送し、帯電によって設けられた感光体の表面電荷を中和する機能を担う積層型感光層の
一部を指す。電荷輸送層は感光体の最表面層として用いられるケースが殆どであり、電荷
輸送性と機械強度について高い性能が要求されることが多い。電荷輸送層の主成分は電荷
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輸送成分とこれを結着するバインダー成分と言うことができる。
本発明において、この電荷輸送層は後述のフィラー補強電荷輸送層２６を設けない場合、
少なくともα－アルミナを含む無機フィラーを含有させ、且つ、感光体表面側にこの無機
フィラーの含有率を多くする必要がある。
【０１１６】
はじめに、フィラー補強電荷輸送層２６を設けない場合の電荷輸送層２３について説明す
る。
【０１１７】
このケースの電荷輸送層には少なくともα－アルミナを含む無機フィラーとバインダー成
分、および電荷輸送成分（低分子型の電荷輸送物質、ないし高分子電荷輸送物質）が含有
される。
【０１１８】
本発明において、バインダー成分として用いることのできる高分子化合物としては、例え
ば、ポリスチレン、スチレン／アクリロニトリル共重合体、スチレン／ブタジエン共重合
体、スチレン／無水マレイン酸共重合体、ポリエステル、ポリ塩化ビニル、塩化ビニル／
酢酸ビニル共重合体、ポリ酢酸ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリアリレート樹脂、ポリ
カーボネート、酢酸セルロース樹脂、エチルセルロース樹脂、ポリビニルブチラール、ポ
リビニルホルマール、ポリビニルトルエン、アクリル樹脂、シリコーン樹脂、フッ素樹脂
、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、ウレタン樹脂、フェノール樹脂、アルキド樹脂などの熱
可塑性又は熱硬化性樹脂が挙げられるが、これらに限定されるものではない。これらの高
分子化合物は単独または２種以上の混合物として、また、電荷輸送物質と共重合化して用
いることができる。特に、ポリカーボネート、ポリエステル、ポリアリレート樹脂は透明
性が高く、無機フィラーとの結着性に優れ、且つ、機械強度に優れる材料が多く有用であ
る。
【０１１９】
本発明において電荷輸送成分として用いることのできる化合物には電子輸送物質と正孔輸
送物質とがあり、これらは更に低分子型の電荷輸送物質と高分子型の電荷輸送物質がある
。以下、本発明では高分子型の電荷輸送物質を高分子電荷輸送物質と称する。
【０１２０】
電子輸送物質としては、たとえばクロルアニル、ブロムアニル、テトラシアノエチレン、
テトラシアノキノジメタン、２，４，７－トリニトロ－９－フルオレノン、２，４，５，
７－テトラニトロ－９－フルオレノン、２，４，５，７－テトラニトロキサントン、２，
４，８－トリニトロチオキサントン、２，６，８－トリニトロ－４Ｈ－インデノ〔１，２
－ｂ〕チオフェン－４－オン、１，３，７－トリニトロジベンゾチオフェン－５，５－ジ
オキサイドなどの電子受容性物質が挙げられる。これらの電子輸送物質は、単独または２
種以上の混合物として用いることができる。
【０１２１】
正孔輸送物質としては、以下に表される電子供与性物質が挙げられ、良好に用いられる。
たとえば、オキサゾール誘導体、オキサジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、トリフ
ェニルアミン誘導体、９－（ｐ－ジエチルアミノスチリルアントラセン）、１，１－ビス
－（４－ジベンジルアミノフェニル）プロパン、スチリルアントラセン、スチリルピラゾ
リン、フェニルヒドラゾン類、α－フェニルスチルベン誘導体、チアゾール誘導体、トリ
アゾール誘導体、フェナジン誘導体、アクリジン誘導体、ベンゾフラン誘導体、ベンズイ
ミダゾール誘導体、チオフェン誘導体などが挙げられる。これらの正孔輸送物質は、単独
または２種以上の混合物として用いることができる。
【０１２２】
また、以下に表される高分子電荷輸送物質を用いることができる。たとえば、ポリ－Ｎ－
ビニルカルバゾール等のカルバゾール環を有する重合体、特開昭５７－７８４０２号公報
等に例示されるヒドラゾン構造を有する重合体、特開昭６３－２８５５５２号公報等に例
示されるポリシリレン重合体、特開平８－２６９１８３号公報、特開平９－１５１２４８
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号公報、特開平９－７１６４２号公報、特開平９－１０４７４６号、特開平９－３２８５
３９号公報、特開平９－２７２７３５号公報、特開平９－２４１３６９号公報、特開平１
１－２９６３４号公報、特開平１１－５８３６号公報、特開平１１－７１４５３号公報、
特開平９－２２１５４４号公報、特開平９－２２７６６９号公報、特開平９－１５７３７
８号公報、特開平９－３０２０８４号公報、特開平９－３０２０８５号公報、特開平９－
２６８２２６号公報、特開平９－２３５３６７号公報、特開平９－８７３７６号公報、特
開平９－１１０９７６号公報、特開２０００－３８４４２号公報に例示される芳香族ポリ
カーボネートが挙げられる。これらの高分子電荷輸送物質は、単独または２種以上の混合
物として用いることが出来る。
【０１２３】
また、電荷輸送層に２種以上の電荷輸送物質を含有させる場合、これらのイオン化ポテン
シャル差は小さい方が好ましく、具体的にはイオン化ポテンシャル差が０．１５ｅＶ以下
とすることで、一方の電荷輸送物質が他方の電荷輸送物質の電荷トラップとなることを防
止することができる。
特に、高感度化が要求される場合、電荷輸送層の電荷移動度が高く、低電界領域における
電荷移動度も十分に高くすることが好ましい。具体的には電荷輸送層の電荷移動度が電界
強度４×１０ 5Ｖ／ｃｍの場合に１．２×１０ - 5ｃｍ 2／Ｖ・ｓｅｃ以上で、且つ電荷移動
度に対する電界強度依存性が以下に定義する値として、β≦１．６×１０ - 3を満たすこと
が好ましい。
【０１２４】
ここで、電荷移動度の電界強度依存性は次の様にして大小を判断することができる。
すなわち、電界強度を低い値から高い値へ変えた場合の電荷移動度の変化を、縦軸に電荷
移動度（単位：ｃｍ 2／Ｖ・ｓｅｃ）、横軸に電界強度の平方根（単位：Ｖ 1 / 2／ｃｍ 1 / 2

）として片対数グラフにプロットする。次に、プロットを結ぶ近似直線を引く。この具体
例を図１５に記す。この直線の傾きが大きくなるほど、電荷移動度の電界強度依存性が大
きいと解釈される。この大きさを定量的に取り扱う数式として、本発明では下記の数３を
用いる。
【数３】
β＝ｌｏｇμ／Ｅ 1 / 2

【０１２５】
数３におけるβが大きい電荷輸送層ほど、電荷移動度の電界強度依存性が高いと解釈され
る。多くの場合、βが大きい電荷輸送層は低電界領域での電荷移動度が低くなる。このと
きの感光体の静電特性面の影響として、残留電位の上昇や帯電電位を下げて感光体を使用
する場合、応答性が劣ってしまうケースが挙げられる。
【０１２６】
高速応答性を満足する電荷輸送成分の成分量として、更に具体的には樹脂成分１００重量
部に対して７０重量部以上含有させることが好ましい。
【０１２７】
電荷輸送層塗工液を調製する際に使用できる分散溶媒としては、例えば、メチルエチルケ
トン、アセトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン等のケトン類、ジオキサン
、テトラヒドロフラン、エチルセロソルブなどのエーテル類、トルエン、キシレンなどの
芳香族類、クロロベンゼン、ジクロロメタンなどのハロゲン類、酢酸エチル、酢酸ブチル
などのエステル類等を挙げることができる。これらの溶媒は単独としてまたは混合して用
いることができる。
【０１２８】
本発明に用いられる無機フィラーとしてはα－アルミナの他に、酸化ベリリウム、高温型
石英、酸化亜鉛、ｗ－窒化ホウ素等の結晶構造としてα－アルミナと同じ結晶構造を持つ
六方稠密構造の物質が用いられる。この他に、酸化チタン（単斜晶系、正方晶系、斜方晶
系、三斜晶系）、γ－アルミナ（立方晶系）、η－アルミナ（立方晶系）、δ－アルミナ
（斜方晶系）、χ－アルミナ（等軸晶系）、κ－アルミナ（斜方晶系）、θ－アルミナ（
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単斜晶系）、シリカ（三方晶系、斜方晶系、正方晶系、立方晶系、単斜晶系）、酸化ジル
コニウム（単斜晶系、正方晶系）、酸化スズ（正方晶系、立方晶系、斜方晶系、立方晶系
）、酸化インジウム（立方晶系）、酸化アンチモン（立方晶系、斜方晶系）、酸化マグネ
シウム（立方晶系）、ｃ－窒化ホウ素（立方晶系）、酸化カルシウム（立方晶系）、硫酸
バリウム（斜方晶系）等もα－アルミナと併用することができる。
但し、本発明の効果を得る為に、α－アルミナ以外のフィラーを併用する場合、その混合
比率は使用するフィラー全重量に対して５０％未満とすることが望ましい。
【０１２９】
本発明では、電子写真感光体の高耐久化を図る手段として、無機フィラーにα－アルミナ
を選択することが極めて重要である。これはα－アルミナがダイアモンドに次いで優れた
モース硬度を示すことと、α－アルミナを含有する塗工膜に透光性が備わることに起因す
る。前者の特性は感光体の耐摩耗性向上化に対して極めて有利に作用する。後者は静電特
性のパフォーマンス維持に有利であり、これにより、フィラーの含有量を増加させること
や塗工膜の厚膜化が可能となる。その結果、感光体の耐摩耗性向上化に結びつけることが
できる。
【０１３０】
また、α－アルミナは温湿度の環境変動に対しても安定であり、これを用いた感光体は湿
度上昇に起因する画像ボケの抑制に対して極めて優れた効果を示す。このため、ドラムヒ
ーター等の画像ボケを防止する手段が不要であり、装置の小型化、低コスト化に極めて有
用な材料となる。
【０１３１】
とりわけ、以下の特徴を有するα－アルミナは、膜中のフィラー充填性に優れるため、フ
ィラーの含有量を高くしても表面平滑な膜形成が可能となる。
すなわち、フィラーとして用いるα－アルミナは、実質的に破砕面を有さず、且つ、多面
体（８面体以上）粒子であり、且つ、α－アルミナの六方格稠密子面に平行な最大粒子径
をＤ、六方稠密格子面に垂直な粒子径をＨとした場合に、Ｄ／Ｈ比が０．５以上５．０以
下であるα－アルミナ粒子からなるものが望ましい。更に、この条件を満たすα－アルミ
ナについて、粒子の平均粒径が０．１μｍ以上０．７μｍ未満であり、且つ、累積粒度分
布の微粒側からの累積１０％、累積９０％の粒径をそれぞれＤａ、ＤｂとしたときにＤｂ
／Ｄａの値が５以下の粒度分布を示すα－アルミナが感光体の高耐久化に対して特に有用
である。ここで、ＤａとＤｂは例えば図１４に示す粒径として例示することができる。
【０１３２】
α－アルミナの破砕面は電荷トラップとして作用することが多く、破砕面の面積が大きい
α－アルミナを用いることは静電特性上余り好ましくない。また、ここで定義するＤ／Ｈ
比が大きなα－アルミナは、形状がいびつであり、所定濃度以上のα－アルミナを含有さ
せると、α－アルミナがバインダー樹脂から頭出し、感光体表面の平滑性を損ねてしまう
ことが多い。Ｄ／Ｈ比が０．５以上５．０以下ではこのような事態を回避できるケースが
多く、表面平滑な膜形成に対して有利となる。
【０１３３】
さらに、α－アルミナの粒度分布はシャープであることが好ましい。
具体的には、セディグラフＸ線透過式粒度分布測定をおこなったときの粒度分布が、先に
定義したＤｂ／Ｄａの値として５以下とすることにより、α－アルミナの粒径を均質化で
き、感光体の表面平滑化が容易となる。
【０１３４】
以上の条件を満足するα－アルミナとしては、例えば、原料に遷移アルミナまたは熱処理
により遷移アルミナとなるアルミナ粉末を、塩化水素を含有する雰囲気ガス中にて焼成す
ることにより得られるα－アルミナ粉末を挙げることができ、特開平６－１９１８３３号
公報あるいは特開平６－１９１８３６号公報等に記載のα－アルミナの単結晶粒子よりな
るアルミナ純度が９９．９９％以上の高純度であるアルミナ粉末の製法に準じて得られる
。
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これに対して、例えばバイヤー法によって得られるアルミナ粉末は、微粒子化する粉砕工
程によって、得られる粒子に破砕面を生じてしまうため、上記の方法によって得られるア
ルミナと比較して、静電特性上不利に作用することがある。
【０１３５】
これらのフィラーは塗工液および塗工膜中の分散性向上を目的として、表面処理剤による
フィラー表面の改質が施されてもよい。一般的な表面処理剤としては、シランカップリン
グ剤、シラザン、チタネート系カップリング剤、アルミニウム系カップリング剤、ジルコ
アルミネートカップリング剤、ジルコニウム有機化合物、脂肪酸化合物等が挙げられる。
また、無機物による表面処理として、フィラー表面のアルミナ、ジルコニア、酸化スズ、
シリカ処理が知られており、本発明において、これらの表面処理を適用してもよい。この
うち脂肪酸化合物とシランカップリング剤は分散性向上のみならず、感光体の残留電位の
低減に対しても寄与することが多く有用である。
【０１３６】
フィラーの表面処理方法はコーティングによる改質、メカノケミカル法を利用した改質、
トポケミカル法を利用した改質、カプセル化法を利用した改質、高エネルギー利用の改質
、沈殿反応を利用した改質など公知の方法が用いられる。
【０１３７】
また、感光体の残留電位や露光部電位の一層の低減化を図る目的で、固有抵抗低下剤を無
機フィラーと併用することができる。固有抵抗低下剤として、例えば、多価アルコールの
部分的脂肪酸エステル（ソルビタンモノ脂肪酸エステル、脂肪酸ペンタエリスリトール等
）、脂肪アルコールのエチレンオキサイド付加物、脂肪酸のエチレンオキサイド付加物、
アルキルフェノールのエチレンオキサイド付加物、多価アルコールの部分脂肪酸エステル
のエチレンオキサイド付加物、カルボン酸誘導体を挙げることができる。これらの化合物
は単独でも２種以上の混合物としても用いることができる。
固有抵抗低下剤の使用量は無機フィラー１００重量部に対して、０．５～１０重量部程度
が適当である。使用量が０．５重量部よりも低いと、添加による効果が小さく実用的とは
言えない。
【０１３８】
無機フィラーの粉砕（塊砕）および分散は、ボールミル、サンドミル、ＫＤミル、３本ロ
ールミル、圧力式ホモジナイザー、超音波分散等により行うことができる。
大粒径の無機フィラーが多数存在すると、この無機フィラーが表面に頭出し、結果、クリ
ーニング手段を傷つけ、クリーニング不良を招いてしまう。このため、上記の方法により
無機フィラーの粉砕（塊砕）および分散を行う際、無機フィラーの平均粒径は０．７μｍ
未満とすることが好ましい。また、無機フィラーを必要以上に粉砕すると、無機フィラー
の分散工程において、無機フィラーの再凝集が生じ、結果、平均粒径の極めて大きな粒子
が生成するケースが極めて多い。このことから、無機フィラーの平均粒径は０．１μｍ以
上とすることが好ましい。
【０１３９】
電荷輸送層のフィラー含有率は１０～５０ｗｔ（重量）％が好ましい。１０ｗｔ％未満で
あると、十分な耐摩耗性向上効果が得られない。一方、フィラー含有率が５０ｗｔ％を上
回ると、表面平滑な膜形成が困難となるため、これを越さないことが好ましい。
従来提案されてきた手段では、感光層中の無機フィラーを１０ｗｔ％以上まで高濃度化さ
せると激しい感度劣化や残留電位上昇を招き、感光体としての機能を失ってしまうケース
が多かったが、本発明のように感光層中の無機フィラーの含有率を導電性支持体側よりも
表面側で高くすることにより、静電特性上の不具合を解消することが可能となり、同時に
十分な高耐久化が可能となる。
【０１４０】
電荷輸送層の表面側の無機フィラーを含む部分の膜厚（表面からの深さ）は、０．５～１
０μｍであることが好ましい。無機フィラーを含む部分の膜厚を０．５μｍ未満にすると
、耐久性向上効果が小さくなり有用性がなくなる。他方、この部分の膜厚を２μｍ以上に
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すれば、概ねプロセスの寿命に匹敵する耐久性が得られることが多く、極めて有用な手段
となる。但し、必要以上の厚膜化は製造コストが上がるのみで、耐久性向上の寄与も小さ
くなるため、厚膜化の最大値は概ね１０μｍ程度が適当と判断される。
【０１４１】
本発明において、このような電荷輸送層中に含有される無機フィラーが、感光体表面側に
濃度が高くなる濃度傾斜を有するか、表面側に無機フィラーが局在していることが重要で
あり、より具体的にはフィラーを含む厚み（Ｎ）とフィラーを含まない電荷輸送層の厚み
（Ｐ）の比（Ｎ／Ｐ）が０．０１２５～０．６７の範囲となることが望ましい。電荷輸送
層に含まれる無機フィラーが膜厚に対して濃度勾配を持つ場合も、Ｎ／Ｐの比が０．１２
５～０．６７の範囲を満たすことが好ましい。
【０１４２】
このような無機フィラーを含む部分の厚膜化は、従来技術では激しい感度劣化や残留電位
上昇を招くことが多かったが、本発明によれば容易に静電特性上の不具合を回避すること
が可能となる。
【０１４３】
上記の特徴を有する電荷輸送層の塗工は、例えば、上利泰幸、島田雅之、古賀智裕、川崎
吉包、Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｐｒｅｐｒｉｎｔｓ，Ｊａｐａｎ，４６，Ｎｏ．１１，２６８９
，１９９７に記載の溶液拡散法を用い、予め、無機フィラーを含まない電荷輸送層塗工液
を塗布し、次いで、感光体を塗工溶媒の沸点より高い温度で加熱した状態にて無機フィラ
ーが含まれる電荷輸送層塗工液を塗布することにより感光体表面層に無機フィラーの含有
率が高い電荷輸送層を形成することができる。このような塗工方法は、２回以上に分けて
塗工液を塗布しても塗布後形成される電荷輸送層の界面が不明瞭で、且つ、無機フィラー
の含有率に濃度傾斜が生じる場合が多い。
【０１４４】
また、必要により、電荷輸送層中に後述する酸化防止剤、可塑剤、滑剤、紫外線吸収剤な
どの低分子化合物およびレベリング剤を添加することもできる。これらの化合物は単独ま
たは２種以上の混合物として用いることができる。低分子化合物の使用量は、高分子化合
物１００重量部に対して０．１～５０重量部、好ましくは、０．１～２０重量部、レベリ
ング剤の使用量は、高分子化合物１００重量部に対して０．００１～５重量部程度が適当
である。
【０１４５】
塗工方法としては浸漬法、スプレー塗工法、リングコート法、ロールコータ法、グラビア
塗工法、ノズルコート法、スクリーン印刷法等が採用される。特に、塗工時におけるフィ
ラーの凝集を防止することが容易であるスプレー塗工が好適である。
電荷輸送層の膜厚は、１５～４０μｍ程度が適当であり、好ましくは１５～３０μ m程度
、解像力が要求される場合、２５μｍ以下が適当である。
【０１４６】
次に、フィラー補強電荷輸送層２６を設ける場合の電荷輸送層２３について説明する。
この場合の電荷輸送層２３はフィラー補強電荷輸送層２６とフィラーを含まない電荷輸送
層２９の２層に機能分離された特徴を持つ。ここで、フィラーを含まない電荷輸送層２９
は、フィラー補強電荷輸送層２６におけるフィラー含有率（フィラー補強電荷輸送層の全
重量に対する含有フィラーの重量百分率）よりもフィラー含有率が小さい、若しくは、こ
の層（２９）の全重量に対してフィラー含有率が１０％未満である電荷輸送層として特徴
づけられる。
【０１４７】
フィラーを含まない電荷輸送層は、電荷輸送成分とバインダ－成分を主成分とする混合物
ないし共重合体を適当な溶剤に溶解ないし分散し、これを塗布、乾燥することにより形成
出来る。塗工方法としては浸漬法、スプレー塗工法、リングコート法、ロールコータ法、
グラビア塗工法、ノズルコート法、スクリーン印刷法等が採用される。
フィラーを含まない電荷輸送層の膜厚は、１５～４０μｍ程度が適当であり、好ましくは
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１５～３０μ m程度、解像力が要求される場合、２５μｍ以下が適当である。
【０１４８】
また、フィラー補強電荷輸送層の厚み（Ｎ）とフィラーを含まない電荷輸送層の厚み（Ｐ
）の比（Ｎ／Ｐ）が０．０１２５～０．６７の範囲となる膜厚であることが望ましい。
フィラーを含まない電荷輸送層の上層にフィラー補強電荷輸送層が積層されているため、
この構成におけるフィラーを含まない電荷輸送層の膜厚は、実使用上の膜削れを考慮した
電荷輸送層の厚膜化の設計が不要であり、薄膜化も可能となる。
【０１４９】
フィラーを含まない電荷輸送層の塗工溶媒に用いることのできる溶媒は、例えば、フィラ
ー補強電荷輸送層を設けない場合の電荷輸送層の説明に挙げたケトン類、エーテル類、芳
香族類、ハロゲン類およびエステル類等の溶媒が挙げられる。これらの溶媒は単独として
、または混合して用いることができる。
【０１５０】
フィラーを含まない電荷輸送層に用いることのできる樹脂成分は、例えば、前述の熱可塑
性又は熱硬化性樹脂が挙げられる。これらの高分子化合物は単独または２種以上の混合物
として、また、電荷輸送物質と共重合化して用いることができる。特に、ポリカーボネー
ト、ポリエステル、ポリアリレート樹脂、ポリエステル樹脂は透明性が高く有用である。
また、フィラーを含まない電荷輸送層はこの上層にフィラー補強電荷輸送層が積層される
ため、フィラーを含まない電荷輸送層は従来型の電荷輸送層に対する機械強度の必要性が
要求されない。このため、ポリスチレンなど、透明性が高いものの機械強度が多少、低い
材料で従来技術では適用が難しいとされた材料も、フィラーを含まない電荷輸送層のバイ
ンダー成分として有効に利用することができる。
【０１５１】
電荷輸送成分として用いることのできる材料も前記の低分子型の電子輸送物質、正孔輸送
物質および高分子電荷輸送物質が挙げられる。
低分子型の電荷輸送物質を用いる場合、この使用量は樹脂成分１００重量部に対して４０
～２００重量部、好ましくは５０～１００重量部程度が適当である。また、高分子電荷輸
送物質を用いる場合、電荷輸送成分１００重量部に対して樹脂成分が０～２００重量部、
好ましくは８０～１５０重量部程度の割合で共重合された材料が好ましく用いられる。
【０１５２】
特に、フィラーを含まない電荷輸送層とフィラー補強電荷輸送層に含有する電荷輸送物質
が異なる場合、各層に含有する電荷輸送物質のイオン化ポテンシャル差は小さい方が好ま
しい。具体的には０．１５ｅＶ以下であることが望ましい。同様に、２種以上の電荷輸送
物質を用いる場合、これらのイオン化ポテンシャル差が０．１５ｅＶ以下となる材料を選
択することが好ましい。またこのケースでは、両層に同一の電荷輸送物質が含有し、且つ
、どちらか一層に別の電荷輸送物質が含有されても良いが、異なる電荷輸送物質のイオン
化ポテンシャルの差は０．１５ｅＶ以下であることが好ましい。
【０１５３】
特に、高速応答性が要求される場合、電荷輸送層の電荷移動度が高く、低電界領域におけ
る電荷移動度も十分に高くすることが好ましい。具体的には電荷輸送層の電荷移動度が電
界強度４×１０ 5Ｖ／ｃｍの場合に１．２×１０ - 5ｃｍ 2／Ｖ・ｓｅｃ以上で、且つ電荷移
動度に対する電界強度依存性が先に定義した値として、β≦１．６×１０ - 3を満たすこと
が好ましい。これを満たす電荷輸送成分の成分量として、樹脂成分１００重量部に対して
６０重量部以上含有させることが好ましい。
【０１５４】
また、必要により適当な酸化防止剤、可塑剤、滑剤、紫外線吸収剤などの低分子化合物お
よびレベリング剤を添加することも出来る。これらの化合物は単独または２種以上の混合
物として用いることが出来る。低分子化合物の使用量は、樹脂成分１００重量部に対して
０．１～５０重量部、好ましくは、０．１～２０重量部、レベリング剤の使用量は、樹脂
成分１００重量部に対して０．００１～５重量部程度が適当である。
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【０１５５】
続いて、フィラー補強電荷輸送層２６について説明する。
【０１５６】
本発明におけるフィラー補強電荷輸送層とは、少なくとも電荷輸送成分とバインダー樹脂
成分と無機フィラーが含まれ、電荷輸送性と機械的耐性を併せ持つ感光体の表面側に設け
られた電荷輸送層の一部を指す。フィラー補強電荷輸送層は、従来型の電荷輸送層に匹敵
する高い電荷移動度を示す特徴を有し、これは表面保護層と区別される。また、フィラー
補強電荷輸送層は、積層型感光体における電荷輸送層を２層以上に機能分離した表面層と
して用いられる。すなわち、この層はフィラーの含まれない電荷輸送層との積層で用いら
れ、単独で用いられることが無い。このため無機フィラーが添加剤として電荷輸送層中に
均一分散された場合の電荷輸送層の単一層と区別される。
【０１５７】
フィラー補強電荷輸送層の膜厚は０．５μｍ以上であることが好まく、より好ましくは２
μｍ以上が好ましい。このフィラー補強電荷輸送層の膜厚を０．５μｍ以下にすると、耐
久性向上効果が小さく、有用性に欠けてしまう。他方、この層の膜厚を２μｍ以上にする
と、装置の寿命に匹敵する耐久性が得られることが少なくなく、極めて有用な手段となる
。
【０１５８】
かかる厚膜化は、従来技術では激しい感度劣化や残留電位上昇を招くことが多かったが、
本発明による電荷輸送層の機能分離化により、容易に静電特性上の不具合を回避すること
が可能となる。
但し、必要以上の厚膜化は製造コストが上がるのみで、耐久性向上の寄与も小さくなるた
め、この層の厚膜化の最大値は概ね１０μｍ程度が適当と判断される。
【０１５９】
以上から、フィラーを含まない電荷輸送層とフィラー補強電荷輸送層の膜厚の比率はフィ
ラー補強電荷輸送層の厚み（Ｎ）とフィラーを含まない電荷輸送層の厚み（Ｐ）とした場
合、その比（Ｎ／Ｐ）が０．０１２５～０．６７の範囲となる膜厚であることが望ましい
。
【０１６０】
フィラー補強電荷輸送の塗工溶媒に使用できる分散溶媒は、例えば、電荷輸送層の説明に
挙げたケトン類、エーテル類、芳香族類、ハロゲン類およびエステル類等の溶媒が挙げら
れる。これらの溶媒は単独として、または混合して用いることができる。
【０１６１】
フィラー補強電荷輸送層に用いられるバインダー成分としては、フィラー補強電荷輸送層
を設けない場合の電荷輸送層で用いられる高分子化合物が挙げられる。これらの高分子化
合物は単独または２種以上の混合物として、また、電荷輸送物質と共重合化して用いるこ
とができる。特に、ポリカーボネート、ポリエステル、ポリアリレート樹脂、ポリエステ
ル樹脂は透明性が高く、無機フィラーとの結着性に優れ、且つ機械強度に優れる材料が多
く有用である。
【０１６２】
フィラー補強電荷輸送層に用いられる無機フィラーとしてはフィラー補強電荷輸送層を設
けない場合の電荷輸送層の説明に挙げた無機フィラーを用いることができる。特に、前述
したα－アルミナは、静電特性面の安定性が高く、耐久性向上効果が大きく本発明におい
てこれを用いることが重要である。
【０１６３】
これらのフィラーは塗工液および塗工膜中の分散性向上を目的として、前述と同様、表面
処理剤によるフィラー表面の改質が施されてもよい。このうち、脂肪酸化合物とシランカ
ップリング剤は分散性向上のみならず、感光体の静電特性の向上に対しても寄与すること
が多く有用である。
【０１６４】
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また、感光体の残留電位や露光部電位の一層の低減化を図る目的で、前述と同様にして、
固有抵抗低下剤を無機フィラーと併用することができる。固有抵抗低下剤は単独でも２種
以上の混合物としても用いることができる。固有抵抗低下剤の使用量は無機フィラー１０
０重量部に対して、０．５～１０重量部程度が適当である。使用量が０．５重量部よりも
低いと、添加による効果が小さく実用的とは言えない。
【０１６５】
フィラーの粉砕（塊砕）および分散は、ボールミル、振動ミル、サンドミル、ＫＤミル、
３本ロールミル、圧力式ホモジナイザー、超音波分散等により行うことができる。
大粒径の無機フィラーが多数存在すると、この無機フィラーが表面に頭出し、結果、クリ
ーニング手段を傷つけ、クリーニング不良を招いてしまう。このため、上記の方法により
無機フィラーの粉砕（塊砕）および分散を行う際、無機フィラーの平均粒径は０．７μｍ
未満とすることが好ましい。また、無機フィラーを必要以上に粉砕すると、無機フィラー
の分散工程において、無機フィラーの再凝集が生じ、結果、平均粒径の極めて大きな粒子
が生成するケースが極めて多い。このことから、無機フィラーの平均粒径は０．１μｍ以
上とすることが好ましい。
【０１６６】
フィラー補強電荷輸送層に用いられるフィラーの平均粒径および粒径分布はフィラー補強
電荷輸送層を設けない場合の電荷輸送層の説明に挙げた条件と同じとすることが好ましい
。
【０１６７】
フィラー補強電荷輸送層のフィラー含有量は１０ｗｔ％以上が好ましい。１０ｗｔ％以下
であると、十分な耐摩耗性が得られないケースが極めて多い。フィラー含有率の上限は５
０ｗｔ％程度となるケースが多い。従来、提案されてきた手段では、感光層中のフィラー
を１０ｗｔ％以上高濃度化させてしまうと、激しい感度劣化や残留電位上昇を招き、感光
体としての機能を失ってしまうケースが多かったが、電荷輸送層を、フィラーを含まない
電荷輸送層とフィラー補強電荷輸送層に機能分離することにより、以上の静電特性上の不
具合を解消することが可能となる。
【０１６８】
フィラー補強電荷輸送層に含有される電荷輸送物質の種類、およびこれらの使用量はフィ
ラー補強電荷輸送層を設けない場合の電荷輸送層の説明に挙げた材料および使用量と同じ
条件で用いることができる。
【０１６９】
フィラーを含まない電荷輸送層とフィラー補強電荷輸送層に含有する電荷輸送物質が異な
る場合、各層に含有する電荷輸送物質のイオン化ポテンシャル差は小さい方が好ましい。
具体的には０．１５ｅＶ以下であることが望ましい。同様に、フィラー補強電荷輸送層に
２種以上の電荷輸送物質を用いる場合、これらのイオン化ポテンシャル差が０．１５ｅＶ
以下となる材料を選択することが好ましい。
【０１７０】
また、高速応答性が要求される場合、フィラー補強電荷輸送層の電荷移動度は高くするこ
とが有利で更に、低電界領域における電荷移動度も十分に高くすることが好ましい。具体
的な条件としては、先に記載した条件であることが望ましい。
【０１７１】
また、必要により適当な酸化防止剤、可塑剤、滑剤、紫外線吸収剤などの低分子化合物お
よびレベリング剤を添加することも出来る。これらの化合物は単独または２種以上の混合
物として用いることが出来る。低分子化合物の使用量は、樹脂成分１００重量部に対して
０．１～５０重量部、好ましくは、０．１～２０重量部、レベリング剤の使用量は、樹脂
成分１００重量部に対して０．００１～５重量部程度が適当である。
【０１７２】
フィラー補強電荷輸送層の形成方法として、浸漬法、スプレー塗工法、リングコート法、
ロールコータ法、グラビア塗工法、ノズルコート法、スクリーン印刷法等が採用される。
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特にスプレー塗工法とリングコート法は生産上、品質の安定性を確保し易い方法であり、
好適である。
【０１７３】
また、フィラー補強電荷輸送層とこの下の層に当たるフィラーを含まない電荷輸送層との
境界面が、フィラーの存在の有無以外に明確な区別ができない連続的な層構造をとるよう
に膜形成を行うことが望ましい。このような層構成をとることで、フィラー補強電荷輸送
層の膜剥離を防止することができる。この効果は、ドラム状感光体の小径化に対して特に
有用となる。加えて、電気的な界面障壁の形成も防止できる。このため、露光部電位の上
昇防止に有利に作用すると考えられる。
なお、このときのフィラー補強電荷輸送層の膜厚は、表面から支持体方向へのフィラー含
有深さ（Ｄ）として計測される。
【０１７４】
フィラー含有深さ（Ｄ）は、画像品質上、感光体位置に対して余りばらつかないことが好
ましい。具体的にはＳＥＭによって撮影した２０００倍程度の感光層の断面写真について
、５μｍ間隔に２０カ所のフィラー含有深さ（Ｄ）を測定したとき、Ｄの標準偏差がＤの
平均値の１／５以下に抑えることが望ましい。特に、画質が問われる場合、Ｄの標準偏差
はＤの平均値の１／７以下とすることが好ましい。
【０１７５】
このような層構造をとる製造方法としては、フィラー補強電荷輸送層用塗工液として、以
下の条件を満たすことで可能である。
【０１７６】
すなわち、（１）塗工溶媒が電荷輸送層に用いる樹脂に対して十分に溶解能をもつもの。
（２）塗工終了１時間後と加熱乾燥後のフィラー補強電荷輸送層の重量比として、
１．２＜（塗工終了１時間後／加熱乾燥後）＜２．０
の関係をもつ。
（１）、（２）の条件を満たすことで、感光体の高耐久化に有利なフィラー補強電荷輸送
層の形成が可能となる。
【０１７７】
次に、感光層２４が混合構成の場合について述べる。
本発明における混合型感光層とは電荷発生物質と電荷輸送物質を一緒に分散させた感光層
を意味する。
【０１７８】
混合型の感光層は、バインダー樹脂、電荷発生物質、電荷輸送物質および無機フィラーを
適当な溶剤に溶解ないし分散し、これを塗布、乾燥することにより形成できる。
【０１７９】
また、感光層中の無機フィラーが導電性支持体側より最も離れた表面側に含有率を多くす
る塗工方法は、前述したものと同様の方法により容易に形成することが可能になる。
【０１８０】
混合型の感光層に用いるバインダー樹脂、電荷発生物質、電荷輸送物質ならびに無機フィ
ラーは、前出の材料を用いることができる。
また、塗工に用いる溶媒も、前出の材料を使用することが出来る。
【０１８１】
また、必要により、この混合型の感光層中に酸化防止剤、可塑剤、滑剤、紫外線吸収剤や
レベリング剤を添加することもできる。混合型感光体の膜厚は、１０～５０μｍ程度が適
当であり、好ましくは、１０～４０μｍ程度が適当である。感光層中、導電性支持体側よ
り最も離れた表面側に含有されるフィラー含有層の膜厚（表面からの深さ）は前述と同様
の理由から、０．５μｍ以上であることが好ましく、更に好ましくは２μｍ以上が好まし
い。他方、フィラー含有層の膜厚の上限は、電荷輸送層２３の説明と同じ理由から１０μ
ｍ程度が適当である。
【０１８２】
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本発明において、このような混合型感光層中に含有される無機フィラーが、感光体表面側
に濃度が高くなる濃度勾配を有するか、表面側に無機フィラーが局在していることが重要
であり、より具体的にはフィラーを含む感光層の厚み（Ｌ）とフィラーを含まない混合型
感光層の厚み（Ｍ）の比（Ｌ／Ｍ）が０．０１２５～１の範囲となることが望ましい。混
合型感光層中に含まれる無機フィラーが膜厚に対して濃度勾配を持つ場合も、Ｌ／Ｍの比
が０．１２５～１の範囲を満たすことが好ましい。
【０１８３】
次にフィラー補強感光層２７について説明する。
本発明におけるフィラー補強感光層とは、少なくともバインダー樹脂と無機フィラーと電
荷発生物質ないし電荷輸送物質とが含まれ、電荷輸送性ないし電荷発生機能および機械的
耐性を併せ持つ感光体表面側の混合型感光層の一部を指す。フィラー補強感光層は、従来
の単層型感光層に匹敵する電荷移動度ないし電荷発生効率を示す特徴を有し、これは表面
保護層と区別される。また、フィラー補強感光層は、混合型感光体における感光層を２層
以上に機能分離した表面層として用いられる。すなわち、この層はフィラーの含まれない
感光層との積層で用いられ、単独で用いられることが無い。このため、無機フィラーが添
加剤として感光層中に分散された場合の単一の感光層と区別される。
【０１８４】
フィラー補強感光層は、必要により電荷発生物質を用いる以外は前述のフィラー補強電荷
輸送層と全く同様の手段によって形成することができる。
フィラー補強感光層に用いるバインダー樹脂、電荷発生物質、電荷輸送物質ならびに無機
フィラーは、前出の材料を用いることができる。また、塗工に用いる溶媒も、前出の材料
を使用することが出来る。
塗工方法としては浸漬法、スプレー塗工法、リングコート法、ロールコータ法、グラビア
塗工法、ノズルコート法、スクリーン印刷法等が採用される。特に、塗工時におけるフィ
ラーの凝集を防止することが容易であるスプレー塗工が好適である。
【０１８５】
フィラー補強感光層の膜厚は０．５μｍ以上であることが好まく、より好ましくは２μｍ
以上が好ましい。このフィラー補強感光層の膜厚を０．５μｍ以下にすると、耐久性向上
効果が小さく、有用性に欠けてしまう。他方、この層の膜厚を２μｍ以上にすると、装置
の寿命に匹敵する耐久性が得られることが少なくなく、極めて有用な手段となる。
【０１８６】
かかる厚膜化は、従来技術では激しい感度劣化や残留電位上昇を招くことが多かったが、
本発明による感光層の機能分離化により、容易に静電特性上の不具合を回避することが可
能となる。
但し、必要以上の厚膜化は製造コストが上がるのみで、耐久性向上の寄与も小さくなるた
め、この層の厚膜化の最大値は概ね１０μｍ程度が適当と判断される。
以上から、フィラーを含まない感光層とフィラー補強感光層の膜厚の比率はフィラー補強
感光層の厚み（Ｌ）とフィラーを含まない感光層の厚み（Ｍ）とした場合、その比（Ｌ／
Ｍ）が０．０１２５～１の範囲となる膜厚であることが望ましい。
【０１８７】
本発明に用いられる電子写真感光体には、導電性支持体と感光層ないし電荷発生層との間
に下引き層２５を設けることができる。下引き層は、接着性を向上する、上層の塗工性を
改良する、残留電位を低減する、導電性支持体からの電荷注入を防止するなどの目的で設
けられる。
【０１８８】
下引き層は一般に樹脂を主成分とするが、これらの樹脂はその上に感光層を溶剤でもって
塗布することを考えると、感光層形成のための有機溶剤に対して耐溶解性の高い樹脂であ
ることが望ましい。このような樹脂としては、ポリビニルアルコール、カゼイン、ポリア
クリル酸ナトリウムなどの水溶性樹脂、共重合ナイロン、メトキシメチル化ナイロンなど
のアルコール可溶性樹脂、ポリウレタン、メラミン樹脂、アルキッド－メラミン樹脂、エ
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ポキシ樹脂など三次元網目構造を形成する硬化型樹脂などが挙げられる。
【０１８９】
また、下引き層中には酸化チタン、シリカ、アルミナ、酸化ジルコニウム、酸化スズ、酸
化インジウムなどで例示できる金属酸化物、あるいは金属硫化物、金属窒化物などの微粉
末を加えてもよい。これらの下引き層は、前述の感光層のごとく適当な溶媒、塗工法を用
いて形成することができる。
【０１９０】
更に本発明の下引き層として、シランカップリング剤、チタンカップリング剤、クロムカ
ップリング剤などを使用して、例えばゾル－ゲル法などにより形成した金属酸化物層も有
用である。
【０１９１】
この他に、本発明の下引き層にはアルミナを陽極酸化にて設けたものや、ポリパラキシリ
レン（パリレン）などの有機物や、酸化ケイ素、酸化スズ、酸化チタン、ＩＴＯ、セリア
などの無機物を真空薄膜作製法にて設けたものも良好に使用できる。
【０１９２】
下引き層の膜厚は０～５μｍが適当である。
【０１９３】
また、本発明においては、耐環境性の改善のため、とりわけ、感度低下、残留電位の上昇
を防止する目的で、各層に酸化防止剤、可塑剤、滑剤、紫外線吸収剤、低分子電荷輸送物
質およびレベリング剤を添加することができる。これらの化合物の代表的な材料を以下に
記す。
【０１９４】
各層に添加できる酸化防止剤として、例えば下記のものが挙げられるがこれらに限定され
るものではない。
【０１９５】
（ａ）フェノール系酸化防止剤：
２，６－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール、２，４，６－トリ－ｔ－ブチルフェノール、
ｎ－オクタデシル－３－（４’－ヒドロキシ－３’，５’－ジ－ｔ－ブチルフェノール）
プロピオネート、スチレン化フェノール、４－ヒドロキシメチル－２，６－ジ－ｔ－ブチ
ルフェノール、２，５－ジ－ｔ－ブチルハイドロキノン、シクロヘキシルフェノール、ブ
チルヒドロキシアニソール、２，２’－メチレン－ビス（４－エチル－６－ｔ－ブチルフ
ェノール）、４，４’－ｉ－プロピリデンビスフェノール、１，１－ビス（４－ヒドロキ
シフェニル）シクロヘキサン、４，４’－メチレン－ビス（２，６－ジ－ｔ－ブチルフェ
ノール）、２，６－ビス（２’－ヒドロキシ－３’－ｔ－ブチル－５’－メチルベンジル
）－４－メチルフェノール、１，１，３－トリス（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－ｔ
－ブチルフェニル）ブタン、１，３，５－トリスメチル－２，４，６－トリス（３，５－
ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）ベンゼン、テトラキス [メチレン－３－（３
，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート ]メタン、トリス（３
，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）イソシアネート、トリス [β－（３，
５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニル－オキシエチル ]イソシア
ネート、４，４’－チオビス（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、２，２’－チ
オビス（４－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、４，４’－チオビス（４－メチル－
６－ｔ－ブチルフェノール）など。
【０１９６】
（ｂ）アミン系酸化防止剤：
フェニル－α－ナフチルアミン、フェニル－β－ナフチルアミン、Ｎ，Ｎ’－ジフェニル
－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジ－β－ナフチル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ
－シクロヘキシル－Ｎ’－フェニル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ－フェニレン－Ｎ’－
ｉ－プロピル－ｐ－フェニレンジアミン、アルドール－α－ナフチルアミン、６－エトキ
シ－２，２，４－トリメチル－１，２－ジハイドロキノリンなど。
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【０１９７】
（ｃ）硫黄系酸化防止剤：
チオビス（β－ナフトール）、チオビス（Ｎ－フェニル－β－ナフチルアミン）、２－メ
ルカプトベンゾチアゾール、２－メルカプトベンズイミダゾール、ドデシルメルカプタン
、テトラメチルチウラムモノサルファイド、テトラメチルチウラムジサルファイド、ニッ
ケルジブチルチオカルバメート、イソプロピルキサンテート、ジラウリルチオジプロピオ
ネート、ジステアリルチオジプロピオネートなど。
【０１９８】
（ｄ）リン系酸化防止剤：
トリフェニルホスファイト、ジフェニルデシルホスファイト、フェニルイソデシルホスフ
ァイト、トリ（ノニルフェニル）ホスファイト、４，４’－ブチリデン－ビス（３－メチ
ル－６－ｔ－ブチルフェニル－ジトリデシルホスファイト）、ジステアリル－ペンタエリ
スリトールジホスファイト、トリラウリルトリチオホスファイトなど。
【０１９９】
各層に添加できる可塑剤として、例えば下記のものが挙げられるがこれらに限定されるも
のではない。
【０２００】
（ａ）リン酸エステル系可塑剤：
リン酸トリフェニル、リン酸トリクレジル、リン酸トリオクチル、リン酸オクチルジフェ
ニル、リン酸トリクロルエチル、リン酸クレジルジフェニル、リン酸トリブチル、リン酸
トリ－２－エチルヘキシル、リン酸トリフェニルなど。
【０２０１】
（ｂ）フタル酸エステル系可塑剤：
フタル酸ジメチル、フタル酸ジエチル、フタル酸ジイソブチル、フタル酸ジブチル、フタ
ル酸ジヘプチル、フタル酸ジ－２－エチルヘキシル、フタル酸ジイソオクチル、フタル酸
ジ－ｎ－オクチル、フタル酸ジノニル、フタル酸ジイソノニル、フタル酸ジイソデシル、
フタル酸ジウンデシル、フタル酸ジトリデシル、フタル酸ジシクロヘキシル、フタル酸ブ
チルベンジル、フタル酸ブチルラウリル、フタル酸メチルオレイル、フタル酸オクチルデ
シル、フマル酸ジブチル、フマル酸ジオクチルなど。
【０２０２】
（ｃ）芳香族カルボン酸エステル系可塑剤：
トリメリット酸トリオクチル、トリメリット酸トリ－ｎ－オクチル、オキシ安息香酸オク
チルなど。
【０２０３】
（ｄ）脂肪族二塩基酸エステル系可塑剤：
アジピン酸ジブチル、アジピン酸ジ－ｎ－ヘキシル、アジピン酸ジ－２－エチルヘキシル
、アジピン酸ジ－ｎ－オクチル、アジピン酸－ｎ－オクチル－ｎ－デシル、アジピン酸ジ
イソデシル、アジピン酸ジカプリル、アゼライン酸ジ－２－エチルヘキシル、セバシン酸
ジメチル、セバシン酸ジエチル、セバシン酸ジブチル、セバシン酸ジ－ｎ－オクチル、セ
バシン酸ジ－２－エチルヘキシル、セバシン酸ジ－２－エトキシエチル、コハク酸ジオク
チル、コハク酸ジイソデシル、テトラヒドロフタル酸ジオクチル、テトラヒドロフタル酸
ジ－ｎ－オクチルなど。
【０２０４】
（ｅ）脂肪酸エステル系誘導体：
オレイン酸ブチル、グリセリンモノオレイン酸エステル、アセチルリシノール酸メチル、
ペンタエリスリトールエステル、ジペンタエリスリトールヘキサエステル、トリアセチン
、トリブチリンなど。
【０２０５】
（ｆ）オキシ酸エステル系可塑剤：
アセチルリシノール酸メチル、アセチルリシノール酸ブチル、ブチルフタリルブチルグリ
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コレート、アセチルクエン酸トリブチルなど。
【０２０６】
（ｇ）エポキシ系可塑剤：
エポキシ化大豆油、エポキシ化アマニ油、エポキシステアリン酸ブチル、エポキシステア
リン酸デシル、エポキシステアリン酸オクチル、エポキシステアリン酸ベンジル、エポキ
シヘキサヒドロフタル酸ジオクチル、エポキシヘキサヒドロフタル酸ジデシルなど。
【０２０７】
（ｈ）二価アルコールエステル系可塑剤：
ジエチレングリコールジベンゾエート、トリエチレングリコールジ－２－エチルブチラー
トなど。
【０２０８】
（ｉ）含塩素系可塑剤：
塩素化パラフィン、塩素化ジフェニル、塩素化脂肪酸メチル、メトキシ塩素化脂肪酸メチ
ルなど。
【０２０９】
（ｊ）ポリエステル系可塑剤：
ポリプロピレンアジペート、ポリプロピレンセバケート、ポリエステル、アセチル化ポリ
エステルなど。
【０２１０】
（ｋ）スルホン酸誘導体：
p－トルエンスルホンアミド、ｏ－トルエンスルホンアミド、ｐ－トルエンスルホンエチ
ルアミド、ｏ－トルエンスルホンエチルアミド、トルエンスルホン－Ｎ－エチルアミド、
ｐ－トルエンスルホン－Ｎ－シクロヘキシルアミドなど。
【０２１１】
（ｌ）クエン酸誘導体：
クエン酸トリエチル、アセチルクエン酸トリエチル、クエン酸トリブチル、アセチルクエ
ン酸トリブチル、アセチルクエン酸トリ－２－エチルヘキシル、アセチルクエン酸－ｎ－
オクチルデシルなど。
【０２１２】
（ｍ）その他：
ターフェニル、部分水添ターフェニル、ショウノウ、２－ニトロジフェニル、ジノニルナ
フタリン、アビエチン酸メチルなど。
【０２１３】
各層に添加できる滑剤としては、例えば下記のものが挙げられるがこれらに限定されるも
のではない。
【０２１４】
（ａ）炭化水素系化合物：
流動パラフィン、パラフィンワックス、マイクロワックス、低重合ポリエチレンなど。
【０２１５】
（ｂ）脂肪酸系化合物：
ラウリン酸、ミリスチン酸、パルチミン酸、ステアリン酸、アラキジン酸、ベヘン酸など
。
【０２１６】
（ｃ）脂肪酸アミド系化合物：
ステアリルアミド、パルミチルアミド、オレインアミド、メチレンビスステアロアミド、
エチレンビスステアロアミドなど。
【０２１７】
（ｄ）エステル系化合物：
脂肪酸の低級アルコールエステル、脂肪酸の多価アルコールエステル、脂肪酸ポリグリコ
ールエステルなど。
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【０２１８】
（ｅ）アルコール系化合物：
セチルアルコール、ステアリルアルコール、エチレングリコール、ポリエチレングリコー
ル、ポリグリセロールなど。
【０２１９】
（ｆ）金属石けん：
ステアリン酸鉛、ステアリン酸カドミウム、ステアリン酸バリウム、ステアリン酸カルシ
ウム、ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸マグネシウムなど。
【０２２０】
（ｇ）天然ワックス：
カルナバロウ、カンデリラロウ、蜜ロウ、鯨ロウ、イボタロウ、モンタンロウなど。
【０２２１】
（ｈ）その他：
シリコーン化合物、フッ素化合物など。
【０２２２】
各層に添加できる紫外線吸収剤として、例えば下記のものが挙げられるがこれらに限定さ
れるものではない。
【０２２３】
（ａ）ベンゾフェノン系：
２－ヒドロキシベンゾフェノン、２，４－ジヒドロキシベンゾフェノン、２，２’，４－
トリヒドロキシベンゾフェノン、２，２’，４，４’－テトラヒドロキシベンゾフェノン
、２，２’－ジヒドロキシ４－メトキシベンゾフェノンなど。
【０２２４】
（ｂ）サルシレート系：
フェニルサルシレート、２，４ジ－ｔ－ブチルフェニル３，５－ジ－ｔ－ブチル４ヒドロ
キシベンゾエートなど。
【０２２５】
（ｃ）ベンゾトリアゾール系：
（２’－ヒドロキシフェニル）ベンゾトリアゾール、（２’－ヒドロキシ－５’－メチル
フェニル）ベンゾトリアゾール、（２’－ヒドロキシ５’－メチルフェニル）ベンゾトリ
アゾール、（２’－ヒドロキシ－３’－ターシャリブチル５’－メチルフェニル）－５－
クロロベンゾトリアゾールなど。
【０２２６】
（ｄ）シアノアクリレート系：
エチル－２－シアノ－３，３－ジフェニルアクリレート、メチル２－カルボメトキシ３（
パラメトキシ）アクリレートなど。
【０２２７】
（ｅ）クエンチャー（金属錯塩系）：
ニッケル（２，２’チオビス（４－ｔ－オクチル）フェノレート）ノルマルブチルアミン
、ニッケルジブチルジチオカルバメート、ニッケルジブチルジチオカルバメート、コバル
トジシクロヘキシルジチオホスフェートなど。
【０２２８】
（ｆ）ＨＡＬＳ（ヒンダードアミン）
ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）セバケート、ビス（１，２，２
，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）セバケート、１－［２－〔３－（３，５－ジ
－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニルオキシ〕エチル］－４－〔３－（
３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニルオキシ〕－２，２，６
，６－テトラメチルピリジン、８－ベンジル－７，７，９，９－テトラメチル－３－オク
チル－１，３，８－トリアザスピロ〔４，５〕ウンデカン－２，４－ジオン、４－ベンゾ
イルオキシ－２，２，６，６－テトラメチルピペリジンなど。
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【０２２９】
各層に添加できる低分子電荷輸送物質は、電荷発生層２２の説明に記載したものと同じも
のを用いることができる。
【０２３０】
次に、図面に沿って本発明で用いられる電子写真装置を説明する。
図１は、本発明の電子写真プロセス及び電子写真装置を説明するための概略図であり、後
述するような変形例も本発明の範疇に属するものである。
図１において、感光体１１は、導電性支持体上に、少なくとも電荷発生物質と電荷輸送物
質とα－アルミナを含む無機フィラーとを含有し、該無機フィラーの含有率が導電性支持
体側よりも表面側で高い感光層が設けられている。
感光体１１はドラム状の形状を示しているが、シート状、エンドレスベルト状のものであ
っても良い。
【０２３１】
帯電手段１２は、コロトロン、スコロトロン、固体帯電器（ソリッド・ステート・チャー
ジャー）、帯電ローラを始めとする公知の手段が用いられる。帯電手段は、消費電力の低
減の観点から、感光体に対し接触もしくは近接配置したものが良好に用いられる。中でも
、帯電手段への汚染を防止するため、感光体と帯電手段表面の間に適度な空隙を有する感
光体近傍に近接配置された帯電機構が望ましい。転写手段には、一般に上記の帯電器が使
用できるが、転写チャージャーと分離チャージャーを併用したものが効果的である。
転写手段１６には、一般に上記の帯電器を使用できるが、転写チャージャーと分離チャー
ジャーを併用したものが効果的である。
【０２３２】
また、露光手段１３、除電手段１Ａ等に用いられる光源には、蛍光灯、タングステンラン
プ、ハロゲンランプ、水銀灯、ナトリウム灯、発光ダイオード（ＬＥＤ）、半導体レーザ
ー（ＬＤ）、エレクトロルミネッセンス（ＥＬ）などの発光物全般を挙げることができる
。そして、所望の波長域の光のみを照射するために、シャープカットフィルター、バンド
パスフィルター、近赤外カットフィルター、ダイクロイックフィルター、干渉フィルター
、色温度変換フィルターなどの各種フィルターを用いることもできる。
【０２３３】
現像手段１４により感光体上に現像されたトナー１５は、受像媒体１８に転写されるが、
全部が転写されるわけではなく、感光体上に残存するトナーも生ずる。このようなトナー
は、クリーニング手段１７により、感光体より除去される。クリーニング手段は、ゴム製
のクリーニングブレードやファーブラシ、マグファーブラシ等のブラシ等を用いることが
できる。
【０２３４】
電子写真感光体に正 (負 )帯電を施し、画像露光を行なうと、感光体表面上には正 (負 )の静
電潜像が形成される。これを負 (正 )極性のトナー（検電微粒子）で現像すれば、ポジ画像
が得られるし、また正 (負 )極性のトナーで現像すれば、ネガ画像が得られる。かかる現像
手段には、公知の方法が適用され、また、除電手段にも公知の方法が用いられる。
【０２３５】
図２には、本発明による電子写真プロセスの別の例を示す。感光体１１は、導電性支持体
上に、少なくとも電荷発生物質と電荷輸送物質とα－アルミナを含む無機フィラーとを含
有し、該無機フィラーの含有率が導電性支持体側よりも表面側で高い感光層が設けられて
いる。駆動手段１Ｃにより駆動され、帯電手段１２による帯電、露光手段１３による像露
光、現像（図示せず）、転写手段１６による転写、クリーニング前露光手段によるクリー
ニング前露光、クリーニング手段１７によるクリーニング、除電手段１Ａによる除電が繰
返し行なわれる。図２においては、感光体 (この場合は支持体が透光性である )の支持体側
よりクリーニング前露光の光照射が行なわれる。
【０２３６】
以上の電子写真プロセスは、本発明における実施形態を例示するものであって、もちろん
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他の実施形態も可能である。例えば、図２において支持体側よりクリーニング前露光を行
っているが、これは感光層側から行ってもよいし、また、像露光、除電光の照射を支持体
側から行ってもよい。一方、光照射工程は、像露光、クリーニング前露光、除電露光が図
示されているが、他に転写前露光、像露光のプレ露光、およびその他公知の光照射工程を
設けて、感光体に光照射を行なうこともできる。
【０２３７】
また、以上に示すような画像形成手段は、複写機、ファクシミリ、プリンター内に固定し
て組み込まれていてもよいが、プロセスカートリッジの形でそれら装置内に組み込まれて
もよい。プロセスカートリッジとは、感光体を内蔵し、他に帯電手段、露光手段、現像手
段、転写手段、クリーニング手段、除電手段を含んだ１つの装置（部品）である。プロセ
スカートリッジの形状等は多く挙げられるが、一般的な例として、図３に示すものが挙げ
られる。この場合も、感光体１１は、導電性支持体上に、少なくとも電荷発生物質と電荷
輸送物質とα－アルミナを含む無機フィラーとを含有し、該無機フィラーの含有率が導電
性支持体側よりも表面側で高い感光層が設けられている。
【０２３８】
図４には、本発明による電子写真装置の別の例を示す。この電子写真装置では、感光体（
１１）の周囲に帯電手段（１２）、露光手段（１３）、ブラック（Ｂｋ）、シアン（Ｃ）
、マゼンタ（Ｍ）、およびイエロー（Ｙ）の各色トナー毎の現像手段（１４Ｂｋ ,１４Ｃ
，１４Ｍ ,１４Ｙ）、中間転写体である中間転写ベルト（１Ｆ）、クリーニング手段（１
７）が順に配置されている。ここで、図中に示すＢｋ、Ｃ、Ｍ、Ｙの添字は上記のトナー
の色に対応し、必要に応じて添字を付けたり適宜省略する。
【０２３９】
感光体１１は、導電性支持体上に、少なくとも電荷発生物質と電荷輸送物質とα－アルミ
ナを含む無機フィラーを含有し、該無機フィラーの含有率が導電性支持体側よりも表面側
で高い感光層が設けられている。
【０２４０】
各色の現像手段１４Ｂｋ，１４Ｃ，１４Ｍ，１４Ｙは各々独立に制御可能となっており、
画像形成を行う色の現像手段のみが駆動される。
【０２４１】
感光体１１上に形成されたトナー像は中間転写ベルト１Ｆの内側に配置された第１の転写
手段（１Ｄ）により、中間転写ベルト（１Ｆ）上に転写される。第１の転写手段１Ｄは感
光体１１に対して接離可能に配置されており、転写動作時のみ中間転写ベルト１Ｆを感光
体１１に当接させる。
【０２４２】
各色の画像形成を順次行い、中間転写ベルト１Ｆ上で重ね合わされたトナー像は第２の転
写手段１Ｅにより、受像媒体１８に一括転写された後、定着手段１９により定着されて画
像が形成される。第２の転写手段１Ｅも中間転写ベルト１Ｆに対して接離可能に配置され
、転写動作時のみ中間転写ベルト１Ｆに当接する。
【０２４３】
転写ドラム方式の電子写真装置では、転写ドラムに静電吸着させた転写材に各色のトナー
像を順次転写するため、厚紙にはプリントできないという転写材の制限があるのに対し、
図４に示すような中間転写方式の電子写真装置では中間転写体１Ｆ上で各色のトナー像を
重ね合わせるため、転写材の制限を受けないという特長がある。このような中間転写方式
は図４に示す装置に限らず前述の図１、図２、図３および後述する図５に記す電子写真装
置に適用することができる。
【０２４４】
図５には、本発明による電子写真装置の別の例を示す。この電子写真装置は、トナーとし
てイエロー (Ｙ )、マゼンタ (Ｍ )、シアン (Ｃ )、ブラック (Ｂｋ )の４色を用いるタイプとさ
れ、各色毎に画像形成部が配設されている。また、各色毎の感光体（１１Ｙ，１１Ｍ，１
１Ｃ，１１Ｂｋ）が設けられている。
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【０２４５】
この電子写真装置に用いられる感光体は、導電性支持体上に、少なくとも電荷発生物質と
電荷輸送物質とα－アルミナを含む無機フィラーを含有し、該無機フィラーの含有率が導
電性支持体側よりも表面側で高い感光層が設けられている。各感光体１１Ｙ，１１Ｍ，１
１Ｃ，１１Ｂｋの周りには、帯電手段１２、露光手段１３、現像手段１４、クリーニング
手段１７等が配設されている。また、直線上に配設された各感光体１１Ｙ，１１Ｍ，１１
Ｃ，１１Ｂｋの各転写位置に接離する転写材担持体としての搬送転写ベルト１Ｇが駆動手
段１Ｃにて掛け渡されている。この搬送転写ベルト１Ｇを挟んで各感光体１１Ｙ，１１Ｍ
，１１Ｃ，１１Ｂｋに対向する転写位置には転写手段１６が配設されている。
本構成におけるタンデム方式の電子写真装置において、図４に示した中間転写ベルトを適
用しても良い。
【０２４６】
図５の形態のようなタンデム方式の電子写真装置は、各色毎に感光体１１Ｙ，１１Ｍ，１
１Ｃ，１１Ｂｋを持ち、各色のトナー像を搬送転写ベルト１Ｇに保持された受像媒体１８
に順次転写するため、感光体を一つしか持たないフルカラー画像形成装置に比べ、はるか
に高速のフルカラー画像の出力が可能となる。
【０２４７】
【実施例】
次に、実施例によって本発明を更に具体的に説明するが、本発明は以下の実施例に限定さ
れるものではない。
【０２４８】
始めに、本発明に関わる評価方法について述べる。
【０２４９】
（膜厚測定）
渦電流方式膜厚測定器ＦＩＳＣＨＥＲ　ＳＣＯＰＥ　ｍｍｓ（Ｆｉｓｃｈｅｒ社製）によ
り、感光体ドラム長手方向１ｃｍ間隔に膜厚を測定し、それらの平均値を感光層膜厚とし
た。
【０２５０】
（イオン化ポテンシャル測定）
表面平滑なＡｌ板上に後述する処方において、電荷輸送物質と樹脂との混合比率が同一と
なるような電荷輸送層の塗工液を作製したのち、これを塗布・乾燥し、イオン化ポテンシ
ャル測定用のサンプルを作製した。また、２種以上の電荷輸送物質がフィラー補強電荷輸
送層、フィラーを含まない電荷輸送層または電荷輸送層の単一層に含有される場合は、用
いられる樹脂と電荷輸送物質との混合比率が樹脂４重量部に対して電荷輸送物質が３重量
部の割合となるサンプルを作製した。
イオン化ポテンシャルは大気雰囲気型紫外線光電子分析装置ＡＣ－１（理研計器社製）に
より測定した。
【０２５１】
（電荷移動度測定）
アルミ蒸着されたＰＥＴフィルム上に後述する処方により作製した電荷輸送層の塗工液を
塗布し、１０μｍの塗工膜を設けた。塗工膜の上に厚さ２００Åの金電極を蒸着し、電荷
移動度測定用の試料セルを作製した。
電荷移動度の測定はタイムオブフライト測定に基づいて行った。タイムオブフライト測定
は、次のようにして行った。予め金電極側に正の電圧を印加し、窒素ガスレーザー光を金
電極側から試料に照射した。その際、アルミニウム電極とアース間に入れた挿入抵抗を光
電流が流れることによって生じる電位の時間変化をデジタルメモリで記録した。デジタル
メモリに出力された波形について前後から接線を引き、この交点からトランジットタイム
ｔが求められる。波形が分散型になる場合を想定し、出力波形について両対数プロットを
とり、この接線の交点からトランジットタイムｔを求めた。電荷移動度μの算出は、膜厚
をＬ、印加電圧をＶとして数４から決定した。
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【数４】
μ＝Ｌ 2／（Ｖ・ｔ）
なお、測定環境は２５℃５０％ＲＨの状態で行った。
【０２５２】
（重量累積粒度分布の測定）
セディグラフ５０００－ＥＴ（島津－マイクロメリテックス社製）を使用してフィラーの
粒度分布を測定した。
【０２５３】
（Ｄ／Ｈ比の測定）
走査電子顕微鏡Ｔ－３００（ＳＥＭ、日本電子社製）を使用して粉末粒子の写真を撮影し
、その写真から５個ないし１０個の粒子を選択して画像解析をおこない、その平均値とし
て求めた。
【０２５４】
（実施例１）
φ３０ｍｍアルミニウムドラム上に、下記組成の下引き層用塗工液、電荷発生層用塗工液
、電荷輸送層用塗工液を順次、塗布乾燥することにより、３．５μｍの下引き層、０．２
μｍの電荷発生層、２８μｍのフィラーを含まない電荷輸送層を形成した。その上に下記
組成のフィラー補強電荷輸送層用塗工液をジルコニアビーズを用いてペイントシェーカー
で２時間粉砕（塊砕）して塗工液とした。この液をスプレーで塗工して１．５μｍのフィ
ラー補強電荷輸送層を設け本発明の電子写真感光体を得た。
【０２５５】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２５６】
　
　
　
　
　
　
【０２５７】
　
　
　
　
　
　
【化１】
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【０２５８】
　
　
　
　
　
　
【化２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２５９】
（比較例１）
実施例１におけるフィラー補強電荷輸送層を設けなかった以外は、実施例１と全く同様に
して比較の電子写真感光体を作製した。
【０２６０】
（比較例２）
実施例１におけるフィラー補強電荷輸送層用塗工液を以下の表面保護層用塗工液に変更し
た以外は、実施例１と全く同様にして比較の電子写真感光体を作製した。
【０２６１】
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【０２６２】
（比較例３）
実施例１におけるフィラー補強電荷輸送層を設けず、かつ、実施例１における電荷輸送層
用塗工液を以下のものに変更した以外は、実施例１と全く同様にして比較の電子写真感光
体を作製した。
【０２６３】
　
　
　
　
　
　
【化３】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２６４】
（比較例４）
実施例１におけるフィラー補強電荷輸送層用塗工液を以下のものに変更した以外は、実施
例１と全く同様にして比較の電子写真感光体を作製した。
【０２６５】
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【化４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２６６】
以上のように作製した実施例１および比較例１～４の電子写真感光体を実装用にした後、
一部改造した複写機（リコー社製：ｉｍａｇｉｏ　ＭＦ２２００）に搭載し、５万枚の通
紙試験を行った。試験環境は、２５℃／５０％ＲＨであった。評価方法としては試験終了
時の感光層の摩耗量測定、試験開始時と試験終了時の画像評価を行った。なお、複写機に
搭載されるプロセスカートリッジは同梱のものをそのまま使用した。このプロセスカート
リッジには帯電手段、現像手段、クリーニング手段、および感光体が一体化されたもので
、帯電手段として接触型の帯電ローラが装備されている。
結果を表１に記す。
【０２６７】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２６８】
表１の結果から明らかなように、感光層中に結晶構造が六方稠密格子であるα－アルミナ
を含有し、更に、このフィラーの含有率が導電性支持体側より最も離れた表面側に多く含
有する実施例１の感光体は、５万枚通紙試験後においても、出力画像のコントラストが明
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瞭でかつ、カブリも認められず、耐久性に優れた感光体であると言うことができる。
【０２６９】
他方、従来技術に基づいて作製した比較例２（感光体表面層として表面保護層を設けたも
の）は、試験後の出力画像に画像流れが見られたことから、実施例１と比較して耐久性に
劣ると判断される。同様に、比較例３（電荷輸送層中に均一にフィラーが含有されたもの
）の評価では、初期画像評価の時点から画像濃度の低下が見られており、実用性に乏しい
手段であると判断される。この結果から、本発明において、フィラーの含有率が導電性支
持体側より最も離れた表面側に多くする手段が極めて重要であると考えられる。
【０２７０】
また、実施例１と比較例４の比較から、本発明の層構成と同様の特徴を有する感光体にお
いても、感光層に含有するフィラーの種類によっては耐久性向上効果が小さいケースがあ
ることが分かる。比較例４に含まれる無機フィラーはマグネシアのみであり、本発明にお
いて、少なくともα－アルミナが含まれることが重要であると判断される。
【０２７１】
（実施例２）
実施例１におけるフィラー補強電荷輸送層用塗工液を以下のものに変更した以外は、実施
例１と全く同様にして本発明の電子写真感光体を作製した。
【０２７２】
　
　
　
　
　
　
【化５】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２７３】
（実施例３）
実施例１におけるフィラー補強電荷輸送層用塗工液を以下のものに変更した以外は、実施
例１と全く同様にして本発明の電子写真感光体を作製した。
【０２７４】
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【化６】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２７５】
以上のように作製した実施例１、実施例２および実施例３の電子写真感光体を実装用にし
た後、一部改造した複写機（リコー社製：ｉｍａｇｉｏ　ＭＦ２２００）に搭載し、１０
万枚の通紙試験を行った。試験環境は、２５℃／５０％ＲＨであった。評価方法としては
、試験開始時と試験終了時の画像評価を行った。なお、複写機に搭載されるプロセスカー
トリッジは同梱のものをそのまま使用した。このプロセスカートリッジには帯電手段、現
像手段、クリーニング手段、および感光体が一体化されたもので、帯電手段として接触型
の帯電ローラが装備されている。
結果を表２に記す。
【０２７６】
【表２】
　
　
　
　
　
　
　
【０２７７】
表２の結果から明らかなように、１０万枚もの通紙試験を行った後においても、実施例２
においては、出力画像のコントラストが明瞭でかつカブリも認められないことから、極め
て耐久性に優れた感光体であると言うことができる。更に、実施例３においては、１０万
枚通紙試験後の出力画像が良好であったことに加え、感光体表面の摩耗が極めて少なく、
極めて耐久性に優れた感光体であると言える。
【０２７８】
また、実施例１、実施例２、実施例３の順にフィラー補強電荷輸送層に含まれるα－アル
ミナの含有量が多く、本発明においてフィラーの含有量を増加させることによって更なる
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高耐久化が実現できることが理解される。
【０２７９】
（実施例４）
実施例１におけるフィラー補強電荷輸送層の膜厚を２μｍとした以外は、実施例１と全く
同様にして本発明の電子写真感光体を作製した。
【０２８０】
以上のように作製した実施例１および実施例４の電子写真感光体を実装用にした後、一部
改造した複写機（リコー社製：ｉｍａｇｉｏ　ＭＦ２２００）に搭載し、１０万枚の通紙
試験を行った。試験環境は、２５℃／５０％ＲＨであった。評価方法としては試験終了時
の感光層の摩耗量測定、試験開始時と試験終了時の画像評価を行った。なお、複写機に搭
載されるプロセスカートリッジは同梱のものをそのまま使用した。このプロセスカートリ
ッジには帯電手段、現像手段、クリーニング手段、および感光体が一体化されたもので、
帯電手段として接触型の帯電ローラが装備されている。
結果を表３に記す。
【０２８１】
【表３】
　
　
　
　
　
　
【０２８２】
表３の結果から明らかなように、１０万枚もの通紙試験を行った後においても、実施例４
においては、出力画像のコントラストが明瞭でかつカブリも認められないことから、極め
て耐久性に優れた感光体であると言うことができる。これは、本発明におけるフィラー補
強電荷輸送層の耐摩耗性が、従来感光体のそれと比較して格段に優れていることに起因す
る。
【０２８３】
（実施例５）
実施例３におけるフィラー補強電荷輸送層の膜厚を２μｍとした以外は、実施例１と全く
同様に作製した。
【０２８４】
以上のように作製した実施例３および実施例５の電子写真感光体を実装用にした後、一部
改造した複写機（リコー社製：ｉｍａｇｉｏ　ＭＦ２２００）に搭載し、１５万枚の通紙
試験を行った。試験環境は、２５℃／５０％ＲＨであった。評価方法としては試験開始時
と試験終了時の画像評価を行った。なお、複写機に搭載されるプロセスカートリッジは同
梱のものをそのまま使用した。このプロセスカートリッジには帯電手段、現像手段、クリ
ーニング手段、および感光体が一体化されたもので、帯電手段として接触型の帯電ローラ
が装備されている。
結果を表４に記す。
【０２８５】
【表４】
　
　
　
　
　
【０２８６】
表４の結果から明らかなように、１５万枚もの通紙試験を行った後においても、実施例５
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においては、出力画像のコントラストが明瞭でかつカブリも認められず、更に、従来感光
体とは比較できない程の耐摩耗性を示しており、極めて耐久性に優れた感光体であると言
うことができる。
【０２８７】
（実施例６）
φ３０ｍｍアルミニウムドラム上に、下記組成の下引き層用塗工液、電荷発生層用塗工液
、電荷輸送層用塗工液を順次、塗布乾燥することにより、３．５μｍの下引き層、０．２
μｍの電荷発生層、２８μｍの電荷輸送層を形成した。その上に下記のフィラー補強電荷
輸送層用塗工液をジルコニアビーズを用いてペイントシェーカーで２時間粉砕（塊砕）し
て塗工液とした。この液をスプレーで塗工して１．５μｍのフィラー補強電荷輸送層を設
け本発明の電子写真感光体を得た。
【０２８８】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２８９】
　
　
　
【化７】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２９０】
　
　
　
　
　
　
【化８】
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【０２９１】
　
　
　
　
　
　
【化９】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２９２】
（実施例７）
実施例６におけるフィラー補強電荷輸送層用塗工液を以下のものに変更した以外は、実施
例６と全く同様に作製した。
【０２９３】
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【化１０】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２９４】
（実施例８）
実施例６におけるフィラー補強電荷輸送層用塗工液を以下のものに変更した以外は、実施
例６と全く同様に作製した。
【０２９５】
　
　
　
　
　
　
【化１１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２９６】
以上のように作製した実施例６、実施例７、および実施例８の電子写真感光体を実装用に
した後、一部改造した複写機（リコー社製：ｉｍａｇｉｏ　ＭＦ２２００）に搭載し、１
５万枚の通紙試験を行った。試験環境は、２５℃／５０％ＲＨであった。評価方法として
は試験開始時と試験終了時の画像評価を行った。なお、複写機に搭載されるプロセスカー
トリッジは同梱のものをそのまま使用した。このプロセスカートリッジには帯電手段、現
像手段、クリーニング手段、および感光体が一体化されたもので、帯電手段として接触型
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の帯電ローラが装備されている。
結果を表５に記す。
【０２９７】
表５に、α－アルミナの平均粒径、Ｄ／Ｈ、Ｄｂ／Ｄａ、および試験終了時の画像評価結
果を示す。
【０２９８】
【表５】
　
　
　
　
　
　
【０２９９】
実施例６、実施例７及び実施例８の感光体は１５万枚もの通紙試験を経ても、画像コント
ラストが高く、シャープな画像が得られていた。これより、実施例６、実施例７及び実施
例８の感光体は高耐久な感光体であると判断される。
また、これらの感光体のうち、実施例６の感光体は表面が平滑であるのに対して、実施例
７と実施例８の感光体表面は、多少、ざらつき感を呈していた。これは、実施例７で用い
たα－アルミナが実施例６と比較してフィラーの充填性に劣ることや、実施例８のα－ア
ルミナの平均粒径が実施例６よりも大きく、フィラーの一部が表面へ頭出していることが
原因として考えられる。このような感光体表面の平滑性は、出力画像に対して、多少、影
響を及ぼす結果が得られていることが、表５に示す結果から理解することができる。
【０３００】
（実施例９）
φ３０ｍｍアルミニウムドラム上に、下記組成の下引き層用塗工液、感光層用塗工液を順
次、塗布乾燥することにより、３．５μｍの下引き層、３０μｍの感光層を形成した。
その上に、アルミナボールを用いて２４時間ボールミル分散した下記処方のフィラー補強
感光層用塗工液をスプレー塗工し、厚さ１．５μｍのフィラー補強感光層を設けて本発明
の電子写真感光体を得た。
【０３０１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３０２】
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【化１２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【化１３】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３０３】
　
　
　
　
　
　
　
　
【化１４】
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【化１５】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３０４】
（比較例５）
実施例９におけるフィラー補強感光層を設けない点以外は、実施例９と全く同様にして電
子写真感光体を作成した。
【０３０５】
（比較例６）
実施例９におけるフィラー補強感光層用塗工液を以下の表面保護層用塗工液に変更した以
外は、実施例９と全く同様に作製した。
【０３０６】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３０７】
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（比較例７）
実施例９におけるフィラー補強感光層を設けず、かつ、実施例９における感光層用塗工液
を以下のものに変更した以外は、実施例９と全く同様に作製した。
【０３０８】
　
　
　
　
　
　
　
　
【化１６】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【化１７】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３０９】
以上のようにして作製した実施例９及び比較例５～７の電子写真感光体を実装用にした後
、一部改造した複写機（リコー社製：ｉｍａｇｉｏ　ＭＦ２２００）に搭載し、５万枚の
通紙試験を行った。環境条件は２５℃／５０％ＲＨであった。なお、複写機に搭載される
プロセスカートリッジは同梱のものをそのまま使用した。このプロセスカートリッジには
帯電手段、現像手段、クリーニング手段、および感光体が一体化されたもので、帯電手段
として接触型の帯電ローラが装備されている。

10

20

30

40

50

(47) JP 3766008 B2 2006.4.12



評価方法としては、試験終了時の感光層の摩耗量測定、及び試験開始時と試験終了時の画
像評価を行った。また、前述の方法により、感光体最表面層の水蒸気透過度を測定した。
結果を表６に示す。
【０３１０】
【表６】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３１１】
表６の結果から明らかなように、感光層中にα－アルミナを含有し、更に、このフィラー
の含有率が導電性支持体側より最も離れた表面側に多く含有する実施例９の感光体は、５
万枚通紙試験後においても、出力画像のコントラストが明瞭でかつ、カブリも認められず
、耐久性に優れた感光体であると言うことができる。
【０３１２】
他方、従来技術に基づいて作製した比較例６（感光体表面層として表面保護層を設けたも
の）は、試験後の出力画像に画像流れが見られたことから、実施例９と比較して耐久性に
劣ると判断される。同様に、比較例７（感光層中に均一にフィラーが含有されたもの）の
評価では、初期画像評価の時点から画像濃度の低下が見られており、実用性に乏しい手段
であると判断される。この結果から、本発明において、フィラーの含有率が導電性支持体
側より最も離れた表面側に多くする手段が極めて重要であると判断される。
【０３１３】
（実施例１０）
φ３０ｍｍアルミニウムドラム上に、下記組成の下引き層用塗工液、電荷発生層用塗工液
、電荷輸送層用塗工液を順次、塗布乾燥することにより、３．５μｍの下引き層、０．２
μｍの電荷発生層、３０μｍの電荷輸送層を形成した。その上に下記の無機フィラー塗工
液をアルミナボールを用いて２４時間のボールミル分散を施して塗工液とした。この液を
スプレーで塗工し、１．５μｍのフィラー補強電荷輸送層を設け本発明の電子写真感光体
を得た。
【０３１４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３１５】
〔電荷発生層用塗工液〕下記構造（化１８）のビスアゾ顔料　　　　　　　　　　２．５
重量部
【化１８】
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【０３１６】
　
　
　
　
　
　
【化１９】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３１７】
　
　
　
　
　
　
【化２０】
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【０３１８】
（実施例１１）
実施例１０におけるフィラー補強電荷輸送層用塗工液に含有される低分子電荷輸送物質を
以下のものに変更した以外は、実施例１０と同様に電子写真感光体を作製した。
　
　
【化２１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３１９】
（実施例１２）
実施例１０におけるフィラー補強電荷輸送層用塗工液に含有される低分子電荷輸送物質を
以下のものに変更した以外は、実施例１０と同様に電子写真感光体を作製した。
　
　
【化２２】
　
　
　
　
　
　
　
【０３２０】
以上のように作製した実施例１０～１２の電子写真感光体を実装用にした後、一部改造し
た複写機（リコー社製：ｉｍａｇｉｏ　ＭＦ２２００）に搭載し、５万枚の通紙試験を行
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った。試験環境は、２７℃／６２％ＲＨであった。評価方法としては試験終了時の画像評
価および露光部電位の測定を行った。なお、複写機に搭載されるプロセスカートリッジは
同梱のものをそのまま使用した。このプロセスカートリッジには帯電手段、現像手段、ク
リーニング手段、および感光体が一体化されたもので、帯電手段として接触型の帯電ロー
ラが装備されている。
また、フィラー補強電荷輸送層に含有される電荷輸送物質のイオン化ポテンシャルを測定
した。
結果を表７に記す。
【０３２１】
【表７】
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３２２】
電荷輸送層に含有される電荷輸送物質のイオン化ポテンシャルは５．４８ｅＶと測定され
、フィラー補強電荷輸送層中に含有される電荷輸送物質との差は実施例１０が０．０３ｅ
Ｖ、実施例１１が０．１７ｅＶ、実施例１２が０．０８ｅＶと算出される。
イオン化ポテンシャル差の大きい実施例１１は試験終了時の露光部電位が高めであり、そ
の差が小さい実施例１０と実施例１２は極めて低い露光部電位が計測されている。
これから、フィラー補強電荷輸送層中に含有する電荷輸送物質としてイオン化ポテンシャ
ル差の小さい材料を選択することにより優れた静電特性を感光体に付与することが可能で
あることが理解される。
【０３２３】
（実施例１３）
実施例１０におけるフィラーを含まない電荷輸送層用塗工液を以下のものに変更した以外
は、実施例１０と同様に電子写真感光体を作製した。
【０３２４】
　
　
　
【化２３】
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【化２４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３２５】
（実施例１４）
実施例１３におけるフィラーを含まない電荷輸送層用塗工液に含有される低分子電荷輸送
物質を以下のものに変更した以外は実施例１３と同様に電子写真感光体を作製した。
　
　
【化２５】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３２６】
（実施例１５）
実施例１０におけるフィラーを含まない電荷輸送層用塗工液を以下のものに変更した以外
は、実施例１０と同様に電子写真感光体を作製した。
【０３２７】
　
　
　
【化２６】
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【０３２８】
以上のように作製した実施例１３～１５の電子写真感光体を実装用にした後、一部改造し
た複写機（リコー社製：ｉｍａｇｉｏ　ＭＦ２２００）に搭載し、５万枚の通紙試験を行
った。試験環境は、２６℃／５３％ＲＨであった。評価方法としては試験終了時の画像評
価および露光部電位の測定を行った。なお、複写機に搭載されるプロセスカートリッジは
同梱のものをそのまま使用した。このプロセスカートリッジには帯電手段、現像手段、ク
リーニング手段、および感光体が一体化されたもので、帯電手段として接触型の帯電ロー
ラが装備されている。
また、電荷輸送層に含有される電荷輸送物質のイオン化ポテンシャルを測定した。
結果を表８に記す。
【０３２９】
【表８】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３３０】
電荷輸送層に含有される２種の電荷輸送物質のイオン化ポテンシャル差が０．８ｅＶの実
施例１３は電荷輸送物質が単独である実施例１５よりも試験後の露光部電位が低い結果が
得られている。一方、実施例１４は２種の電荷輸送物質のイオン化ポテンシャル差が０．
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１７ｅＶあり、これは実施例１５よりも露光部電位が高い結果が得られた。２種以上の電
荷輸送物質を、フィラーを含まない電荷輸送層に用いる場合、それらのイオン化ポテンシ
ャル差は小さい方が有利であることが理解される。
【０３３１】
（実施例１６）
φ３０ｍｍアルミニウムドラム上に、下記組成の下引き層用塗工液、電荷発生層用塗工液
、電荷輸送層用塗工液を順次、塗布乾燥することにより、３．５μｍの下引き層、０．２
μｍの電荷発生層、２２μｍの電荷輸送層を形成した。フィラー補強電荷輸送層の塗工液
は下記のフィラー補強電荷輸送層用塗工液をアルミナボールを用いて２４時間のボールミ
ル分散を施して調製した。なお、電荷輸送物質と樹脂材料はボールミル分散開始時に添加
した。この液を電荷輸送層の上にスプレーで塗工し、２．５μｍのフィラー補強電荷輸送
層を設け本発明の電子写真感光体を得た。
【０３３２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３３３】
　
　
　
【化２７】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３３４】
　
　
　
　
　
　
【化２８】
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【０３３５】
　
　
　
　
　
　
【化２９】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３３６】
（実施例１７）
実施例１６におけるフィラーを含まない電荷輸送層用塗工液を以下のものに変更した以外
は、実施例１６と同様に電子写真感光体を作製した。
【０３３７】
　
　
　
　
　
　
【化３０】
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【０３３８】
（実施例１８）
実施例１６におけるフィラーを含まない電荷輸送層用塗工液を以下のものに変更した以外
は、実施例１６と同様に電子写真感光体を作製した。
【０３３９】
　
　
　
【化３１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３４０】
（実施例１９）
実施例１６におけるフィラーを含まない電荷輸送層用塗工液を以下のものに変更した以外
は、実施例１６と同様に電子写真感光体を作製した。
【０３４１】
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【化３２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３４２】
以上のように作製した実施例１６～１９の電子写真感光体を実装用にした後、一部改造し
た複写機（リコー社製：ｉｍａｇｉｏ　ＭＦ２２００）に搭載し、５万枚の通紙試験を行
った。試験環境は、２７℃／６０％ＲＨであった。評価方法としては試験終了時の解像度
評価を行った。なお、複写機に搭載されるプロセスカートリッジは同梱のものをそのまま
使用した。このプロセスカートリッジには帯電手段、現像手段、クリーニング手段、およ
び感光体が一体化されたもので、帯電手段として接触型の帯電ローラが装備されている。
また、それぞれの電荷輸送層の電荷移動度μ（電界強度４×１０ 5Ｖ／ｃｍ）および電荷
移動度の電界強度依存性の大きさβ（＝ｌｏｇμ／Ｅ 1 / 2）を測定した。
結果を表９に記す。
【０３４３】
【表９】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

10

20

30

40

50

(57) JP 3766008 B2 2006.4.12



【０３４４】
実施例１６～１８は実施例１９と比較して電荷輸送層の電荷移動度が極めて高い感光体で
ある測定結果が得られている。これに応じて、画像品質について解像度も向上される結果
が得られている。これらの高い電荷移動度を示す電荷輸送層を設けた感光体は、電子写真
装置におけるプロセススピードの向上や、感光体ドラムの小径化に役立つことが容易に類
推される。さらに電荷移動度の電界強度依存性が小さい感光体は、残留電位の低減化に寄
与するだけでなく、感光体の帯電電位を低く設定しても、応答性に対する影響が小さいと
いう利点を持つ。これは装置の小電力化に対応できる感光体であると期待される。
【０３４５】
（実施例２０）
φ３０ｍｍアルミニウムドラム上に、下記組成の下引き層用塗工液、電荷発生層用塗工液
、電荷輸送層用塗工液を順次、塗布乾燥することにより、３．５μｍの下引き層、０．２
μｍの電荷発生層、２０μｍのフィラーを含まない電荷輸送層を形成した。フィラー補強
電荷輸送層の塗工液は下記のフィラー補強電荷輸送層用塗工液をアルミナボールを用いて
２４時間のボールミル分散を施して調製した。この液を電荷輸送層の上にスプレーで塗工
し、４．５μｍのフィラー補強電荷輸送層を設け本発明の電子写真感光体を得た。
【０３４６】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３４７】
　
　
　
【化３３】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３４８】
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【化３４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３４９】
　
　
　
　
　
　
【化３５】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３５０】
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以上のように作製した実施例２０の電子写真感光体を実装用にした後、一部改造した電子
写真装置（リコー社製：ｉｍａｇｉｏ　ＭＦ２２００）に搭載し、１０万枚の通紙試験を
行った。評価方法としては試験終了時の画像評価を行った。なお、電子写真装置の帯電手
段はスコロトロン方式チャージャーを用いた。環境条件は２３℃／６７％ＲＨであった。
通紙試験終了後画像評価を行った結果、実施例２０は極僅かな地汚れが認められたものの
、実用上問題の無い画像が得られた。
【０３５１】
（実施例２１）
実施例２０で使用した電子写真装置の帯電手段をスコロトロンチャージャーから帯電ロー
ラに変更し、帯電ローラが感光体に接触するように配置した。この装置に実施例２０で作
製した感光体を搭載し、下記の帯電条件で、実施例２７と同様の評価を行った。
帯電条件：
ＤＣ電圧：－１５００Ｖ
その結果、初期及び５万枚目の画像はいずれも良好であったが、５万枚後の画像には帯電
ローラ汚れ（トナーフィルミング）に基づく、ごく僅かな異常画像（地汚れ）が認められ
た。しかしながら、連続プリント時のオゾン臭は実施例２０の場合に比べて、格段に少な
かった。
【０３５２】
（実施例２２）
実施例２１で使用した帯電ローラの両端部に厚さ５０μｍ、幅５ｍｍの絶縁テープを張り
付け、帯電ローラ表面と感光体表面との間に空間的なギャップ（５０μｍ）を有するよう
に配置した。その他の条件は実施例２１と全く同様に評価を行った。
その結果、実施例２１で認められた帯電ローラ汚れは、全く認められず、初期及び３万枚
目の画像はいずれも良好であった。しかしながら、５万枚後にハーフトーン画像を出力し
た際、ごく僅かではあるが、帯電ムラに基づく画像ムラが認められた。
【０３５３】
（実施例２３）
実施例２２の評価において、帯電条件を以下のように変更した以外は実施例２２と同様の
評価を行った。
帯電条件：
ＤＣ電圧：－８５０Ｖ
ＡＣ電圧：１．７ｋＶ (ピーク間電圧 )、周波数：２ｋＨｚ
その結果、初期及び５万枚後の画像は良好であった。実施例２９で認められた帯電ローラ
汚れ、実施例２２で認められたハーフトーン画像ムラは、全く認められなかった。
【０３５４】
実施例１～２３および比較例１～７の感光体のうち、フィラー補強電荷輸送層を設けた感
光体についてその断面のＳＥＭ写真を２０００倍の条件で撮影した。この写真を用いて、
感光体表面に対して平行方向に５μｍ間隔に感光体表面からのフィラー含有深さ（Ｄ）を
２０点読みとり、その平均値と標準偏差を算出した。
なお、実施例１～２３および比較例２、４の作製において、フィラー補強電荷輸送層塗工
終了１時間放置時のフィラー補強電荷輸送層の塗布による増加質量（Ｘ）と加熱乾燥終了
１時間放置時のフィラー補強電荷輸送層の塗布による増加質量（Ｙ）の比（Ｘ／Ｙ）が次
の条件を満足する条件下でフィラー補強電荷輸送層の塗工を行った。
１．２＜（Ｘ／Ｙ）＜２．０
塗工終了時および加熱乾燥終了時の放置条件は、遮光条件のもと、２３℃３５％ＲＨの温
湿度下で静置した。また加熱乾燥条件は一律、１５０℃の加熱温度で３０分間としている
。
結果を表１０に示す。
【０３５５】
【表１０】
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【０３５６】
表１０の結果に示される様に、実施例および比較例で製造した内径３０ｍｍの小径ドラム
型の感光体は何れも、フィラー層の膜厚のばらつきが小さく、且つ、フィラー補強電荷輸
送層とこの下の層に当たる電荷輸送層との境界面がフィラーの存在有無以外に明確な区別
ができない連続的な層構造を示し、塗膜品質上何れも良好で、評価試験ではフィラー補強
電荷輸送層の膜剥離は発生しなかった。
【０３５７】
（実施例２４）
直径９０ｍｍのアルミニウムドラム上に、下記組成の下引き層用塗工液、電荷発生層用塗
工液、フィラーを含まない電荷輸送層用塗工液を順次、塗布乾燥することにより、３．５
μｍの下引き層、０．２μｍの電荷発生層、２２μｍのフィラーを含まない電荷輸送層を
形成した。その上に、アルミナボールを用いて２４時間ボールミル分散した下記処方のフ
ィラー補強感光層用塗工液をスプレー塗工し、厚さ４．０μｍのフィラー補強電荷輸送層
を設けて本発明の電子写真感光体を得た。
【０３５８】
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【０３５９】
　
　
　
【化３６】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３６０】
　
　
　
　
　
　
【化３７】
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【０３６１】
　
　
　
　
　
　
【化３８】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３６２】
（比較例８）
実施例２４におけるフィラー補強電荷輸送層を設けなかった以外は、実施例２４と全く同
様にして比較の電子写真感光体を作製した。
【０３６３】
（比較例９）
実施例２４におけるフィラー補強電荷輸送層用塗工液を以下の表面保護層用塗工液に変更
した以外は、実施例２４と全く同様にして比較の電子写真感光体を作製した。
【０３６４】
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【０３６５】
（比較例１０）
実施例２４におけるフィラー補強電荷輸送層を設けず、かつ、実施例２４におけるフィラ
ーを含まない電荷輸送層用塗工液を以下のものに変更した以外は、実施例２４と全く同様
にして比較の電子写真感光体を作製した。
【０３６６】
　
　
　
　
　
　
【化３９】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３６７】
（比較例１１）
実施例２４におけるフィラー補強電荷輸送層用塗工液を以下のものに変更した以外は、実
施例２４と全く同様にして比較の電子写真感光体を作製した。
【０３６８】
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【化４０】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３６９】
以上の様に作製した実施例２４および比較例８～１１の電子写真感光体を、一部改造した
複写機（リコー製：ｉｍａｇｉｏ　Ｃｏｌｏｒ　４０００）に搭載し、イエロー、マゼン
タ、およびシアン各色の画像面積が５％となるパターン画像を印刷する通紙試験を通算５
万枚迄行った。１５万枚の通紙試験を行った。複写機の帯電手段は、実施例２２に記載の
両端部に厚さ５０μｍ、幅５ｍｍの絶縁テープを貼り付けた帯電ローラを用いた。この帯
電ローラにＤＣ電圧として、－７００Ｖ、ＡＣ電圧として１．５ｋＶ（ピーク間電圧）、
周波数２ｋＨｚを重畳させた電圧を印加することで、感光体を帯電した。
試験環境は、平均３０℃／６５％ＲＨに調湿した。評価方法としては、感光層の摩耗量測
定、試験終了時の画像解像度測定、異常画像発生具合の評価、および感光体の外観を評価
した。結果を表１１に示す。
【０３７０】
【表１１】
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【０３７１】
表１１の結果から明らかなように、感光層中にα－アルミナを含有し、更に、このフィラ
ーの含有率が導電性支持体側より最も離れた表面側に多く含有する実施例２４の感光体は
、フルカラー電子写真装置による５万枚通紙試験後においても、出力画像のコントラスト
が明瞭でかつ、カブリも認められず、耐久性に優れた感光体であると言うことができる。
【０３７２】
他方、従来技術に基づいて作製した比較例８の場合、感光層の膜削れが激しく、メダカ状
の異常画像、および激しい地汚れが観察された。フルカラー電子写真装置において、感光
体に起因する地汚れの発生は複数のトナーによって発生（現像）されるため、出力画像の
品質はモノクロ電子写真装置の場合と比べて劣化の激しさを増してしまう。
これに対して、本発明の実施例２４は、かかる不具合の発生が防止されている。フルカラ
ー電子写真装置において、本発明の感光体が極めて有効に用いられることが理解される。
比較例９（感光体表面層として表面保護層を設けたもの）は、試験後の出力画像に画像流
れが見られたことから、実施例２４と比較して耐久性に劣ると判断される。同様に、比較
例１０（電荷輸送層中に均一にフィラーが含有されたもの）の評価では、画像濃度の低下
が見られており、実用性に乏しい手段であると判断される。この結果から本発明において
、フィラーの含有率が導電性支持体側より最も離れた表面側に多くする手段が極めて重要
であると考えられる。
【０３７３】
また、実施例２４と比較例１１の比較から、本発明の層構成と同様の特徴を有する感光体
においても、感光層に含有するフィラーの種類によっては耐久性向上効果が小さいケース
があることが分かる。比較例１１に含まれるフィラーはθ－アルミナのみであり、本発明
において、少なくともα－アルミナが含まれることが重要である。α－アルミナを含有す
るフィラー補強電荷輸送層はθ－アルミナを含有するフィラー補強電荷輸送層よりも書き
込み光の波長における光の透過率が高い。このため、書き込み光を電荷発生層まで十分に
透過させることが可能であり、この結果として、露光部電位の低減、および画像濃度低減
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の防止に寄与すると考えられる。また、フィラー自身の硬度は、α－アルミナの方がθ－
アルミナよりも高い。これがフィラー補強電荷輸送層の耐摩耗性に影響し、比較例１１よ
りも実施例２４の方が耐摩耗性に優れる結果が得られたと解釈される。また、α－アルミ
ナはθ－アルミナよりも吸湿性が小さい結果、湿度の高い条件下で画像を出力しても、画
像流れを伴わない高品質な画像が出力できると考えられる。
【０３７４】
（実施例２５）
直径６０ｍｍのアルミニウムドラム上に、下記組成の下引き層用塗工液、電荷発生層用塗
工液、フィラーを含まない電荷輸送層用塗工液を順次、塗布乾燥することにより、３．５
μｍの下引き層、０．２μｍの電荷発生層、２２μｍのフィラーを含まない電荷輸送層を
形成した。その上に、アルミナボールを用いて２４時間ボールミル分散した下記処方のフ
ィラー補強感光層用塗工液をスプレー塗工し、厚さ４．５μｍのフィラー補強電荷輸送層
を設けて本発明の電子写真感光体を得た。
【０３７５】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３７６】
　
　
　
【化４１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３７７】
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【化４２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３７８】
　
　
　
　
　
　
【化４３】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３７９】
（比較例１２）
実施例２５におけるフィラー補強電荷輸送層を設けなかった以外は、実施例２５と全く同
様にして比較の電子写真感光体を作製した。
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【０３８０】
（比較例１３）
実施例２５におけるフィラー補強電荷輸送層用塗工液を以下の表面保護層用塗工液に変更
した以外は、実施例２５と全く同様にして比較の電子写真感光体を作製した。
【０３８１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３８２】
（比較例１４）
実施例２５におけるフィラー補強電荷輸送層を設けず、かつ、実施例２５におけるフィラ
ーを含まない電荷輸送層用塗工液を以下のものに変更した以外は、実施例２５と全く同様
にして比較の電子写真感光体を作製した。
【０３８３】
　
　
　
　
　
　
【化４４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３８４】
（比較例１５）
実施例２５におけるフィラー補強電荷輸送層用塗工液を以下のものに変更した以外は、実
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施例２５と全く同様にして比較の電子写真感光体を作製した。
【０３８５】
　
　
　
　
　
　
【化４５】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３８６】
以上のように作成した実施例２５および比較例１２～１５の電子写真感光体を、一部改造
した複写機（リコー製：ＰＲＥＴＥＲ　７５０）にブラック、イエロー、マゼンタ、およ
びシアンの各色の現像ステーションに搭載し、ブラック、イエロー、マゼンタ、およびシ
アン各色の画像面積が５％となるパターン画像を印刷する通紙試験を通算、２０万枚迄行
った。複写機の帯電手段は、実施例２２に記載の両端部に厚さ５０μｍ、幅５ｍｍの絶縁
テープを貼り付けた帯電ローラを用いた。この帯電ローラにＤＣ電圧として、－７００Ｖ
、ＡＣ電圧として１．５ｋＶ（ピーク間電圧）、周波数２ｋＨｚを重畳させた電圧を印加
することで、感光体を帯電した。
この帯電ローラにＤＣ電圧として、－７５０Ｖ、ＡＣ電圧として１．５ｋＶ（ピーク間電
圧）、周波数２ｋＨｚを重畳させた電圧を印加することで、感光体を帯電した。
試験環境は、平均３０℃／６５％ＲＨに調湿した。評価方法としては、マゼンタ色の現像
ステーションに搭載した感光層の摩耗量測定と外観の評価、試験終了時の画像解像度測定
、異常画像発生具合を評価した。
結果を表１２に示す。
【０３８７】
【表１２】
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【０３８８】
表１２に記す試験結果は、タンデム方式の電子写真装置を用いた試験結果である。表１１
に記す試験結果と同様、感光層中にα－アルミナを含有し、更に、このフィラーの含有率
が導電性支持体側より最も離れた表面側に多く含有する実施例２５の感光体は、２０万枚
通紙試験後においても、出力画像のコントラストが明瞭でかつ、カブリも認められず、耐
久性に優れた感光体であると言うことができる。
これに対して、従来技術に基づいて作製した比較例１２の場合、感光層の膜削れが激しく
、メダカ状の異常画像、および激しい地汚れが観察された。フルカラー電子写真装置にお
いて、感光体に起因する地汚れの発生は各色の現像部によって発生（現像）されるため、
出力画像の品質はモノクロ電子写真装置の場合と比べて劣化の激しさを増してしまう。
これに対して、本発明の実施例２４はかかる不具合の発生が防止されている。タンデム方
式のフルカラー電子写真装置において、本発明の感光体が極めて有効に用いられることが
理解される。
【０３８９】
比較例１３（感光体表面層として表面保護層を設けたもの）は、試験後の出力画像に画像
流れが見られたことから、実施例２５と比較して耐久性に劣ると判断される。同様に、比
較例１４（電荷輸送層中に均一にフィラーが含有されたもの）の評価では、画像濃度の低
下が見られており、実用性に乏しい手段であると判断される。この結果から本発明におい
て、フィラーの含有率が導電性支持体側より最も離れた表面側に多くする手段が極めて重
要であると考えられる。
【０３９０】
また、実施例２５と比較例１５の比較から、本発明の層構成と同様の特徴を有する感光体
においても、感光層に含有するフィラーの種類によっては耐久性向上効果が小さいケース
があることが分かる。比較例１５に含まれるフィラーはγ－アルミナのみであり、本発明
において、少なくともα－アルミナが含まれることが重要である。α－アルミナを含有す
るフィラー補強電荷輸送層はγ－アルミナを含有するフィラー補強電荷輸送層よりも書き
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込み光の波長における光の透過率が高い。このため、書き込み光を電荷発生層まで十分に
透過させることが可能であり、この結果として、露光部電位の低減、および画像濃度低減
の防止に寄与すると考えられる。また、フィラー自身の硬度は、α－アルミナの方がγ－
アルミナよりも高い。これがフィラー補強電荷輸送層の耐摩耗性に影響し、比較例１５よ
りも実施例２５の方が耐摩耗性に優れる結果が得られたと解釈される。また、α－アルミ
ナはγ－アルミナよりも吸湿性が小さい結果、湿度の高い条件下で画像を出力しても、画
像流れを伴わない高品質な画像が出力できると考えられる。
【０３９１】
（実施例２６）
直径６０ｍｍアルミニウムドラム上に、下記組成の下引き層用塗工液、電荷発生層用塗工
液、電荷輸送層用塗工液を順次、塗布乾燥することにより、３．５μｍの下引き層、０．
２μｍの電荷発生層、２３μｍのフィラーを含まない電荷輸送層を形成した。その上に下
記の無機フィラー塗工液をアルミナボールを用いて２４時間のボールミル分散を施して塗
工液とした。この液をスプレーで塗工し、４．５μｍのフィラー補強電荷輸送層を設け本
発明の電子写真感光体を得た。
【０３９２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３９３】
　
　
　
【化４６】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３９４】
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【化４７】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３９５】
　
　
　
　
　
　
【化４８】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３９６】
（実施例２７）
実施例２６におけるフィラー補強電荷輸送層用塗工液に含有される低分子電荷輸送物質を
以下のものに変更した以外は、実施例２６と同様に電子写真感光体を作製した。
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【化４９】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０３９７】
（実施例２８）
実施例２６におけるフィラー補強電荷輸送層用塗工液に含有される低分子電荷輸送物質を
以下のものに変更した以外は、実施例２５と同様に電子写真感光体を作製した。
　
　
【化５０】
　
　
　
　
　
　
　
【０３９８】
以上のように作成した実施例２６～２８の電子写真感光体を、一部改造した複写機（リコ
ー製：ＰＲＥＴＥＲ　７５０）にブラック、イエロー、マゼンタ、およびシアンの各色の
現像ステーションに搭載し、ブラック、イエロー、マゼンタ、およびシアン各色の画像面
積が５％となるパターン画像を印刷する通紙試験を通算、２０万枚迄行った。複写機の帯
電手段は、実施例２２に記載の両端部に厚さ５０μｍ、幅５ｍｍの絶縁テープを貼り付け
た帯電ローラを用いた。この帯電ローラにＤＣ電圧として、－７５０Ｖ、ＡＣ電圧として
１．５ｋＶ（ピーク間電圧）、周波数２ｋＨｚを重畳させた電圧を印加することで、感光
体を帯電した。また、露光手段に６５５ｎｍのＬＤユニットを搭載した。
環境条件は、２４℃／５０％ＲＨであった。評価方法としては、マゼンタ色の現像ステー
ションに搭載した感光体における試験開始時と終了時の露光部電位の大小を評価した。
また、フィラーを含まない電荷輸送物質とフィラー補強電荷輸送層に含有される電荷輸送
物質のイオン化ポテンシャルを測定した。
結果を表１３に記す。
【０３９９】
【表１３】
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【０４００】
フィラーを含まない電荷輸送層に含有される電荷輸送物質のイオン化ポテンシャルは５．
４８ｅＶと測定され、フィラー補強電荷輸送層中に含有される電荷輸送物質との差は実施
例２６が０．０３ｅＶ、実施例２７が０．１７ｅＶ、実施例２８が０．０８ｅＶと算出さ
れる。
イオン化ポテンシャル差の大きい実施例２６は試験終了時の露光部電位が高めであり、そ
の差が小さい実施例２６と実施例２８は極めて低い露光部電位が計測されている。
これから、フィラー補強電荷輸送層中に含有する電荷輸送物質としてイオン化ポテンシャ
ル差の小さい材料を選択することにより優れた静電特性を感光体に付与することが可能で
あることが理解される。
【０４０１】
（実施例２９）
実施例２６におけるフィラー補強電荷輸送層用塗工液を以下のものに変更した以外は、実
施例２６と同様に電子写真感光体を作製した。
【０４０２】
　
　
　
【化５１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【化５２】
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【０４０３】
（実施例３０）
実施例２６におけるフィラー補強電荷輸送層用塗工液を以下のものに変更した以外は、実
施例２６と同様に電子写真感光体を作製した。
【０４０４】
　
　
　
【化５３】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【化５４】
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【０４０５】
（実施例３１）
実施例２６におけるフィラー補強電荷輸送層用塗工液を以下のものに変更した以外は、実
施例２６と同様に電子写真感光体を作製した。
【０４０６】
　
　
　
【化５５】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０４０７】
以上のように作成した実施例２９～３１の電子写真感光体を、一部改造した複写機（リコ
ー製：ＰＲＥＴＥＲ　７５０）にブラック、イエロー、マゼンタ、およびシアンの各色の
現像ステーションに搭載し、ブラック、イエロー、マゼンタ、およびシアン各色の画像面
積が５％となるパターン画像を印刷する通紙試験を通算、２０万枚迄行った複写機の帯電
手段は、実施例２２に記載の両端部に厚さ５０μｍ、幅５ｍｍの絶縁テープを貼り付けた
帯電ローラを用いた。この帯電ローラにＤＣ電圧として、－７５０Ｖ、ＡＣ電圧として１
．５ｋＶ（ピーク間電圧）、周波数２ｋＨｚを重畳させた電圧を印加することで、感光体
を帯電した。また、露光手段に６５５ｎｍのＬＤユニットを搭載した。
環境条件は、２４℃／５０％ＲＨであった。評価方法としては、試験開始時と終了時の露
光部電位の大小を評価した。
また、フィラー補強電荷輸送層に含有される電荷輸送物質のイオン化ポテンシャルを測定
した。
結果を表１４に記す。
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【０４０８】
【表１４】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０４０９】
フィラー補強電荷輸送層に含有される２種の電荷輸送物質のイオン化ポテンシャル差が０
．８ｅＶの実施例２９は電荷輸送物質が単独である実施例３１よりも試験後の露光部電位
が低い結果が得られている。一方、実施例３０は２種の電荷輸送物質のイオン化ポテンシ
ャル差が０．１７ｅＶあり、これは実施例３０よりも露光部電位が高い結果が得られた。
２種以上の電荷輸送物質をフィラー補強電荷輸送層に用いる場合、それらのイオン化ポテ
ンシャル差は小さい方が有利であることが理解される。
【０４１０】
【発明の効果】
以上説明したように本発明の有機系電子写真感光体は、大量印刷を行っても、画像流れや
カブリの発生が見られない、常に高品質画像が得られる実用的価値に極めて優れたもので
ある。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明に係る電子写真装置の例を示す模式断面図。
【図２】本発明に係る電子写真装置の別の例を示す模式断面図。
【図３】本発明に係る電子写真装置の更に別の例を示す模式断面図。
【図４】本発明に係る電子写真装置の更に別の例を示す模式断面図。
【図５】本発明に係る電子写真装置の更に別の例を示す模式断面図。
【図６】本発明に係る電子写真感光体の層構成を示す断面図。
【図７】本発明に係る電子写真感光体の別の層構成を示す断面図。
【図８】本発明に係る電子写真感光体の更に別の層構成を示す断面図。
【図９】本発明に係る電子写真感光体の更に別の層構成を示す断面図。
【図１０】本発明に係る電子写真感光体の更に別の層構成を示す断面図。
【図１１】本発明に係る電子写真感光体の更に別の層構成を示す断面図。
【図１２】本発明に係る電子写真感光体の更に別の層構成を示す断面図。
【図１３】本発明に係る電子写真感光体の更に別の層構成を示す断面図。
【図１４】フィラーの粒度分布と累積粒度分布との関係を表わした図。
【図１５】電荷輸送層の電荷移動度に対する電界強度依存性を表わす一例図。
【符号の説明】
（図１～５について）
１１　電子写真感光体
１２　帯電手段
１３　露光手段
１４　現像手段
１５　トナー
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１６　転写手段
１７　クリーニング手段
１８　受像媒体
１９　定着手段
１Ａ　除電手段
１Ｂ　クリーニング前露光手段
１Ｃ　駆動手段
１Ｄ　第１の転写手段
１Ｅ　第２の転写手段
１Ｆ　中間転写体
１Ｇ　受像媒体担持体
（図６～１３について）
２１　導電性支持体
２２　電荷発生層
２３　電荷輸送層
２４　感光層
２５　下引き層
２６　フィラー補強電荷輸送層
２７　フィラー補強感光層
２８　フィラーを含まない感光層
２９　フィラーを含まない電荷輸送層
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】
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